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第１章 計画策定にあたって 
 

第１節 計画策定の趣旨 

世界でも有数の長寿国である日本において、65歳以上人口は 3,589 万人（令和元

（2019）年 10 月 1 日現在）となり、高齢化率は 28.4％となりました。 

本町においても、平成 27 年に団塊の世代が 65歳を迎えて以降、少子高齢化の影

響により、高齢者人口は頭打ちながらも、今後も高齢化率がさらに高くなることが

予測されています。 

本町では、第６期計画の策定以降、「団塊の世代」が後期高齢者となる令和７（2025）

年を見据えた高齢者施策の展開と中長期的な視点に基づいたサービス給付・保険料

の徴収を進めてきました。計画の基本理念として、「共に支え合い、長寿で豊かな

まちづくり」を掲げ、本町における共生型社会の実現を目指して各種施策や事業を

進めてきたところです。 

国においては、医療と介護の連携を推進するとともに、制度・分野ごとの「縦割

り」や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が

「我が事」として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて「丸ごと」つな

がることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会、

いわゆる地域共生社会をめざしています。 

また、高齢化の進行に伴い、健康寿命の延伸にも留意する必要性が高まっており、

そのためにも介護予防と健康を維持するための各種取り組みを一体的に推進する

ことが重要となります。 

全国一律的な制度ではカバーしきれない課題への対応、地域主導の持続可能な仕

組みづくりといった点からも、今後一層の地域の創意工夫が求められています。 

こうした国等の動向を踏まえるとともに、本町においても高齢者介護のあるべき

姿を見据えつつ、全国的な動向を踏まえて、高齢者福祉施策と介護保険事業を推進

してきました。このたび、「第７期長万部町高齢者保健福祉計画・介護保険事業計

画」の最終年度を迎えることから、施策の実施状況や効果を検証した上で、団塊の

世代が 75歳になる令和７（2025）年、さらには団塊ジュニア世代が 65歳以上にな

る令和 22（2040）年を見据え、「地域包括ケアシステム」の深化・推進を目指す新

たな計画として、令和３年度を初年度とする「第８期長万部町高齢者保健福祉計画・

介護保険事業計画」（以下「本計画」という。）を策定しました。 
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第２節 計画の位置づけ 

１ 法令等の根拠 

本計画は、老人福祉法第 20 条の８に基づく市町村老人福祉計画及び介護保険法

第 117 条に基づく市町村介護保険事業計画を一体的に策定したものであり、本町に

おける高齢者保健福祉施策の総合的指針として位置づけられるものです。 

市町村老人福祉計画として、高齢者福祉の基本的な考え方と方策を定める高齢者

福祉計画を定めるとともに、要支援・要介護認定者数の推計や各種サービスの利用

意向などから算定された介護保険サービスの見込量、サービス提供体制の確保方策

など、介護保険事業の円滑な実施に関する事項を定める介護保険事業計画からなっ

ています。 

 

２ 関連計画との関係 

本計画は、令和３年３月に策定された「第４次長万部町まちづくり総合計画」の

部門別計画として位置づけられます。また、高齢者福祉・介護の分野における基本

的な考え方と施策の方向性を示すもので、障害福祉、健康、医療、子育て、住まい

等の本町の関連計画との整合・調和を保ち策定するものです。なお、各計画の理念・

内容については、それぞれの計画に委ねています。 

同時に本計画は、厚生労働省の示した基本指針に基づくとともに、北海道が老人

福祉計画と介護保険事業支援計画を一体的に策定した第８期「北海道高齢者保健福

祉計画・介護保険事業支援計画」とも相互に連携のとれたものとなるように策定さ

れています。 

■計画の位置づけ 
 

北海道 

第８期 

「北海道高齢者保健福祉計画・ 

介護保険事業支援計画」 

国（根拠法） 

老人福祉法 介護保険法 

 第４次⾧万部町まちづくり総合計画 

⾧万部町地域福祉計画 

長
万
部
町
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
計
画 

長
万
部
町
健
康
づ
く
り
計
画 

長
万
部
町
障
が
い
者
基
本
計
画
・
障
が
い
福
祉
計
画 

第８期 

・介護保険事業計画 

高齢者福祉計画 

介護保険事業計画 
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第３節 計画期間 

計画期間は、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度までの３年間とします。

なお、計画の策定にあたっては、団塊の世代が 75 歳以上となる令和７（2025）年と

団塊ジュニア世代が 65 歳以上となる令和 22（2040）年を見据え、中長期的な視点

から施策の展開を図ることとします。 

 

■計画期間 
 

 

 

 

 

 

 

 

第８期計画 
（令和３～５年度） 

第７期計画 
 

第９期計画 
（令和６～８年度） 

第６期計画 
（平成 27～29 年度） 

令和７（2025）年・令和 22（2040）年までの中⾧期的見通し 
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第４節 計画の策定体制 

１ 長万部町高齢者介護・保健福祉推進委員会 

計画策定にあたっては、保健医療関係者、各種団体関係者、被保険者（一般公募）

等で構成された策定委員会において、町が実施する事業や計画について検討を行い

ました。 

 

２ 町民参加 

介護保険及び保健・医療・福祉サービスを利用している要介護者等をはじめ、被

保険者である町民の意見を反映させるために、アンケート調査を実施しました。ア

ンケート調査は「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」、「在宅介護実態調査」の

２種類を実施しました。また、パブリックコメントによる町民の意見聴取を行いま

した。 

 

３ 職員参画 

第７期計画における施策の検証及び今後の方向性について、担当部署において自

己評価方式にて評価・検討しました。ＰＤＣＡサイクルのＣ（Check）に相当する内

容で、本計画策定にあたっての基礎資料としました。 

 

■計画の策定体制 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８期 

・介護保険事業計画 

国・道等 

町 民 

アンケート 
パブリックコメント 

策定委員会 意見聴取 

庁内関係各課 
検討・協議 

調整 
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国 

 

市 町 村  

４ 国や道、市町村相互間の調整 

本計画は、国の基本指針と道の方針を踏まえるとともに、道や周辺自治体と介護

保険料等の算定についての協議や調整を行いながら策定しました。 

 

■国、道、市町村の役割 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

助
言
・
意
見
交
換
等
・
市
町
村
計
画
支
援 

北 海 道  

＜介護保険法＞ ＜老人福祉法＞

① 介護給付等対象サービスを提供する体制の確保及び地域支援事業の

実施に関する基本的事項

①

② 市町村介護保険事業計画において介護給付等対象サービスの種類ご

との量の見込みを定めるに当たって参酌すべき標準

③ その他介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するために

必要な事項

［基本指針に定める事項］ ［基本指針に定める事項］

老人福祉事業の目標を定めるに当たって参酌すべき標準

＜介護保険法＞

① 高齢者保健福祉圏域ごとに介護専用型特定施設入居者生

活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着

型介護老人福祉施設入所者生活介護及び混合型特定施設

入居者生活介護に係る必要利用定員総数、介護保険施設

の種類ごとの必要入所定員総数その他の介護給付等対象

サービスの量の見込み

② 介護保険施設その他の介護給付等対象サービスを提供す

るための施設における生活環境の改善を図るための事業

に関する事項

③ 介護サービス情報の公表に関する事項

④ 介護支援専門員その他の介護給付等対象サービス及び地

域支援事業に従事する者の確保又は資質の向上に資する

事業に関する事項

⑤ 介護保険施設相互間の連携の確保に関する事業、その他

の介護給付等対象サービスの円滑な提供を図るための事

業に関する事項

⑥ 在宅医療・介護連携の推進に関する市町村相互間の連絡

調整を行う事業に関する事項

［介護保険事業支援計画に定める事項］

① 養護老人ホーム及び特別養護老人ホームの必要入所定員

総数その他老人福祉事業の量の目標

② 老人福祉施設の整備及び施設相互間の連携のために講じ

る事項

③ 老人福祉事業に従事する者の確保又は資質の向上のため

に講じる事項

＜老人福祉法＞

［高齢者保健福祉計画に定める事項］

資料：第８期「北海道高齢者保健福祉計画・介護保険事業支援計画」より抜粋・再編 

＜介護保険法＞

① 日常生活圏域ごとの各年度の認知症対応型共同生活介護、地域密着型特

定施設入居者生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

に係る必要利用定員総数その他の介護給付等対象サービスの種類ごとの

量の見込み

② 各年度における地域支援事業の量の見込み

③ ①の必要利用定員総数その他の介護給付等対象サービスの種類ごとの見

込量の確保のための方策

④ 各年度における地域支援事業に要する費用の額及び地域支援事業の見込

量の確保のための方策

⑤ 介護給付等対象サービスの種類ごとの量、保険給付に要する費用の額、

地域支援事業の量、地域支援事業に要する費用の額及び保険料の水準に

関する中⾧期的な推計

⑥ 指定居宅サービスの事業、指定地域密着型サービスの事業又は指定居宅

介護の事業を行う者相互間の連携の確保に関する事業、その他の介護給

付等対象サービスの円滑な提供を図るための事業に関する事項

⑦ 指定介護予防サービス事業、指定地域密着型介護予防サービスの事業又

は指定介護予防支援の事業を行う者相互間の連携の確保に関する事業、

その他の介護給付等対象サービスの円滑な提供及び地域支援事業の円滑

な実施を図るための事業に関する事項

⑧ 認知症である被保険者の地域における自立した日常生活の支援に関する

事項、居宅要介護被保険者及び居宅要支援被保険者に係る医療その他の

医療との連携に関する事項、高齢者の居住に係る施策との連携に関する

事項その他の被保険者の地域における自立した日常生活の支援のため必

要な事項

［介護保険事業支援計画に定める事項］

① 老人福祉事業（老人居宅生活支援事業等）の量の目標

② サービスの確保のための方策

③ サービスの供給体制の確保に関する事項

＜老人福祉法＞

［老人福祉計画に定める事項］
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第５節 日常生活圏域の考え方 

高齢者が、要介護状態となっても住み慣れた地域で生活を続けることができるよ

う、必要なサービスが継続的かつ包括的に提供できるエリアとして高齢者人口等を

勘案し、町全体を１つの日常生活圏域として設定します。 

 

■⾧万部町概略図 
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第２章 高齢者を取り巻く現状 
 

第１節 高齢者の現状 

１ 人口 

（１）総人口の推移 

総人口は、年々減少し、令和２年で 5,180 人と、平成 30 年に比べて 367 人減少

しています。年齢５区分別にみると、平成 30年から 75 歳以上（後期高齢者）の人

口は減少していますが、65～74 歳（前期高齢者）の人口は増加しています。65 歳以

上の高齢者でみるとほぼ横ばいとなっています。なお、0～14 歳の年少人口、15～

39 歳と 40～64 歳（第２号被保険者）の生産年齢人口はいずれも減少しています。 

年齢５区分別の人口構成比でみると、65歳以上の割合が微増となっています。75

歳以上の割合が令和２年で 24.9％、65～74 歳の割合が 17.8％で、合わせて 42.7％

となっています。 

 

■年齢５区分別人口と高齢化率の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：実績値は住民基本台帳（各年８月１日時点） 

※推計値はコーホート変化率法にて推計 
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■年齢５区分別人口構成比の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年８月１日時点） 

※推計値はコーホート変化率法にて推計 

※端数処理のため 100％にならない場合があります。 
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（２）高齢者人口の推移 

高齢者数は平成 30 年から減少傾向にあります。令和２年には 2,211 人となって

います。今後も、同様の傾向が継続し、令和７年には 2,042 人と見込まれています。 

 

■高齢者人口と後期高齢者割合の推移 

 

資料：住民基本台帳（各年８月１日時点） 

※推計値はコーホート変化率法にて推計 
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２ 世帯状況 

（１）高齢者のいる一般世帯数と構成比の推移 

高齢者のいる一般世帯は平成 22 年以降減少に転じ、平成 27 年には 1,486 世帯と

なっています。とはいえ、総世帯数の減少が大きいため、総世帯数に対する構成比

は緩やかな上昇を続け、平成 27 年には 55.5％となっています。これは、本町内の

1.8 世帯に１世帯が、高齢者のいる一般世帯であることを示しています。 

 

■高齢者のいる一般世帯数と構成比の推移 

 

 

 平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27年 

総世帯数 2,840 世帯 2,808 世帯 2,775 世帯 2,743 世帯 2,710 世帯 2,678 世帯 

高齢者の 

いる世帯数 
1,492 世帯 1,491 世帯 1,490 世帯 1,488 世帯 1,487 世帯 1,486 世帯 

構成比 52.5% 53.1% 53.7% 54.2% 54.9% 55.5% 

※出典：総務省「国勢調査人口等基本集計」 

※ただし上記調査は、５年ごとの指標値のみが公表されているため、それ以外の年度については各指標値を直

線で結んだ際に算出される値を示しています。 

 

2,840 2,808 2,775 2,743 2,710 2,678

1,492 1,491 1,490 1,488 1,487 1,486

52.5 53.1 53.7 54.2 54.9 55.5

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

55.0

60.0

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

（%）（世帯）

総世帯数 高齢者のいる世帯数 構成比
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（２）高齢独居世帯数及び高齢夫婦世帯数の構成比の推移 

総世帯数に対する高齢独居世帯の構成比は、平成 22 年の 18.6％から年々上昇し、平

成 27 年には 21.4％となっています。一方の高齢夫婦世帯の構成比は平成 22 年の 16.4％

をピークとして、以後下降に転じ、平成 27 年には 15.5％となっています。 

 

■高齢独居世帯及び高齢夫婦世帯の構成比の推移 

 

 

 平成 22 年 平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27年 

総世帯数 2,840 世帯 2,808 世帯 2,775 世帯 2,743 世帯 2,710 世帯 2,678 世帯 

高齢独居 

世帯数 
529 世帯 538 世帯 547 世帯 555 世帯 564 世帯 573 世帯 

高齢夫婦 

世帯数 
465 世帯 455 世帯 445 世帯 435 世帯 425 世帯 415 世帯 

高齢独居 

世帯割合 
18.6% 19.2% 19.7% 20.2% 20.8% 21.4% 

高齢夫婦 

世帯割合 
16.4% 16.2% 16.0% 15.9% 15.7% 15.5% 

※出典：総務省「国勢調査人口等基本集計」 

※ただし上記調査は、５年ごとの指標値のみが公表されているため、それ以外の年度については各指標値を直

線で結んだ際に算出される値を示しています。 

 

2,840 2,808 2,775 2,743 2,710 2,678

529 538 547 555 564 573
465 455 445 435 425 415

18.6
19.2

19.7
20.2

20.8
21.4

16.4 16.2 16.0 15.9 15.7 15.5

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

20.0

22.0

24.0

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

（%）（世帯）

総世帯数 高齢独居世帯数 高齢夫婦世帯数 高齢独居世帯割合 高齢夫婦世帯割合
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３ 第１号被保険者数と認定者数 

第１号被保険者数は、平成 30 年度からゆるやかな減少傾向となっています。本

計画期間中の令和３年度から令和５年度においても同様の傾向が続くと見込まれ

ています。また、認定者数はほぼ横ばいであるため、認定率が微増する見込みとな

っています。 

 

■第１号被保険者数と認定者数の推移 

 

資料：地域包括ケア「見える化」システム 

※認定率には第２号被保険者数を含む 

 

2,231 2,223 2,211 2,186 2,154 2,123
2,042

1,507

533 492 499 504 509 506 500
402

23.89

22.13 22.57 23.06 23.63 23.83
24.49

26.68

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 令和22年度

（％）（人）

第1号被保険者数 認定者数 認定率

推計値
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４ 要介護認定者 

要支援・要介護認定者数は、高齢化の進展を背景として増加が続いていましたが、

令和元年は 492 人で前年より減少となっています。要介護２・４・５は増加してい

ますが、要介護１・３、要支援１・２での減少により認定者数全体も減少となって

います。その後は横ばいとなっており、その傾向は今後も継続すると見込まれてい

ます。 

なお、将来推計として令和７年度では大きな変化はみられないものの、令和 22 年

度になると、認定者数は 402 人、要介護４が 47 人、要介護５が 32 人と推計され、

介護度の高い方の比率が高くなることが予測されています。 

 

■要介護認定者数の推移 

 

資料：地域包括ケア「見える化」システム 
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74 82 81 82 80 79 61

91

80 89 90 88 88 87
68

83

75
76 76 63 64 60

49

90

94
91 92 101 100 99

79
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68
72 74 78 79 80
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57 58 57 57 57

47

39

47
32 33 40 38 38

32

533

492 499 504 509 506 500

402

0

100

200

300

400

500

600

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 令和22年度

（人）

要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

推計値
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第２節 アンケート調査からみる高齢者の現状 

１ 日常生活圏域ニーズ調査 

（１）調査の目的 

本調査は、本計画の策定にあたり、本町の日常生活圏域における高齢者の生活実

態やニーズを詳細に把握し基礎資料とするために実施したものです。 

 

（２）調査対象及び調査方法 

項目 内容 

調査対象 
町内にお住まいの65歳以上の方で介護認定を受けてい

ない方と要支援認定者の方 

抽出法 無作為抽出 

調査方法 郵送法 

調査時期 令和２年６月 

調査地域 長万部町全域 

 

（３）回収結果 

配布数 1,000票 

有効回収数 639票 

有効回収率 63.9％ 

 

※数値の基本的な取り扱いについて 

 比率はすべて百分率（％）で表し、小数第２位を四捨五入して算出しています。

従って、合計が 100％を上下する場合もあります。 

 基数となるべき実数は、“ｎ＝○○○”として掲載し、各比率はｎを 100％と

して算出しています。 

 （複数回答）とある問は、１人の回答者が２つ以上の回答を出しても良い問で

あり、従って各回答の合計比率は 100％を超える場合があります。 
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（４）調査結果の概要 

家族構成（単数回答） 

家族構成については、「夫婦２人暮らし（配偶者 65 歳以上）」が 43.0％で最も

多く、以下、「１人暮らし」が 31.1％、「息子・娘との２世帯」が 12.4％、「夫婦

２人暮らし（配偶者 64歳以下）」が 3.6％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

介護・介助の必要性（単数回答） 

日常生活での介護・介助の必要性については、「介護･介助は必要ない」が 80.3％

で最も多く、以下、「何らかの介護・介助は必要だが、現在は受けていない」が 11.0％、

「現在、何らかの介護を受けている」が 5.6％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

転倒の経験（単数回答） 

過去１年間の転倒経験については、「ない」が 60.6％で最も多く、以下、「１度

ある」（25.7％）、「何度もある」（12.4％）を合わせた“ある”は 38.1％となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

12.4 25.7 60.6

1.4

何度もある １度ある ない 無回答

ｎ

639

（％）

全体

31.1 43.0

3.6

12.4 8.9

0.9

１人暮らし 夫婦２人暮
らし（配偶

者65歳以
上）

夫婦２人暮
らし（配偶

者64歳以
下）

息子・娘
との２世

帯

その他 無回答

ｎ

639

（％）

全体

80.3 11.0 5.6

3.1

介護・介助は
必要ない

何らかの介護・介
助は必要だが、現

在は受けていない

現在、何らか
の介護を受け

ている

無回答

ｎ

639

（％）

全体
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外出の頻度（単数回答） 

昨年と比べて外出の回数が減っているかどうかについては、「あまり減っていな

い」が 32.2％で最も多く、これに「減っていない」（24.7％）を合わせた“減って

いない”は 56.9％、一方、“減っている”（「減っている」（31.6％）と「とても

減っている」（9.1％）の合計）は 40.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

物忘れについて（単数回答） 

物忘れが多いと感じるかについては、「はい」が 50.1％、「いいえ」が 48.4％と

なっています。 

 

 

 

 

 

会・グループへの参加（単数回答） 

全般に、会・グループへの参加状況は低く、町内会・自治会について「年に数回」

（27.4％）が目立つ程度です。週に１回以上参加しているものでは、③趣味関係の

グループ（6.6％）②スポーツ関係のグループやクラブ（4.5％）などとなっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.1 31.6 32.2 24.7

2.3

とても減って
いる

減っている あまり減って
いない

減っていない 無回答

ｎ

639

（％）

全体

50.1 48.4

1.6

はい いいえ 無回答

ｎ

639

（％）

全体

0.3 0.0 0.3 3.3 5.0

48.4 42.7

0.61.7 2.2 3.3 2.5

46.9 42.7

1.1 1.6 3.9

7.5 5.2 42.4 38.3

0.3 0.2 0.5 0.81.6

49.3 47.4

0.30.3 3.8 2.01.7

50.2 41.6

0.90.2 0.31.6

13.1 46.2 37.7

0.9 0.2 0.5 4.7

27.4 32.4 34.0

12.8 5.2

0.6 1.6 2.3

36.9 40.5

週４回
以上

週２～３
回

週１回 月１～３
回

年に数回 参加して

いない

無回答

ｎ

639

639

639

639

639

639

639

639

①ボランティアのグループ

②スポーツ関係のグループやクラブ

③趣味関係のグループ

④学習・教養サークル

⑤介護予防のための通いの場

⑥老人クラブ

⑦町内会・自治会

⑧収入のある仕事

（％）
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地域活動への参加者としての参加意向（単数回答） 

地域活動への参加者としての参加意向については、「参加してもよい」が 43.0％

で最も多く、以下、「参加したくない」（35.7％）、「是非参加したい」（6.9％）、

「既に参加している」（5.6％）となっています。 

 

 

 

 

 

 

現在の幸せの程度（単数回答） 

現在の幸せの程度については、「5～7点」が 48.8％で最も多く、以下、「8～10

点」（39.3％）、「0～4点」（6.4％）となっています。 

 

 

 

 

 

 

地域でできるとよいと思うたすけあい（複数回答） 

地域でできるとよいと思うたすけあいについては、「声かけ・話し相手」が 57.3％

で第１位、次いで、「安否確認」（49.5％）、「おすそ分け」（31.6％）、「灯油

入れや雪かき」（18.8％）、「買物の代行」（15.5％）、「ゴミ出しの手伝い」（11.9％）、

「電球交換や家電の調整」（7.7％）の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.9 43.0 35.7 5.6 8.8

是非参加し
たい

参加して
もよい

参加した
くない

既に参加して
いる

無回答

ｎ

639

（％）

全体

6.4 48.8 39.3 5.5

0～4点 5～7点 8～10点 無回答

ｎ

639

（％）

全体

57.3

49.5

31.6

18.8

15.5

11.9

7.7

2.3

0 10 20 30 40 50 60 70

声かけ・話し相手

安否確認

おすそ分け

灯油入れや雪かき

買物の代行

ゴミ出しの手伝い

電球交換や家電の調整

その他

（％）n=639
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喫煙習慣の有無（単数回答） 

喫煙習慣の有無については、「もともと吸っていない」が 59.0％で最も多く、こ

れに「吸っていたがやめた」（25.8％）を合わせた“吸っていない”が 84.8％、一

方、“吸っている”（「ほぼ毎日吸っている」（10.8％）と「時々吸っている」（1.4％）

の合計）は 12.2％となっています。 

 

 

 

 

 

現在治療中または後遺症のある病気（単数回答） 

現在治療中または後遺症のある病気については、「高血圧」が 48.4％で第１位。

次いで、「目の病気」（23.0％）、「筋骨格の病気」（19.2％）、「糖尿病」（15.3％）、

「高脂血症」（12.2％）、「心臓病」（12.1％）、「耳の病気」（9.5％）、「腎臓・

前立腺の病気」（7.0％）、「胃腸・肝臓・胆のうの病気」（5.8％）、「外傷」（5.2％）、

「呼吸器の病気」（4.9％）、「脳卒中」（3.8％）、「がん」（3.1％）、「血液・

免疫の病気」（0.8％）、「うつ病」（0.8％）、「パーキンソン病」（0.6％）、「認

知症」（0.5％）の順となっています。なお、「ない」は 12.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.8

1.4

25.8 59.0

3.0

ほぼ毎日吸っ
ている

時々吸っ
ている

吸っていたが
やめた

もともと吸っ
ていない

無回答

ｎ

639

（％）

全体

48.4

23.0

19.2

15.3

12.2

12.2

12.1

9.5

7.0

5.8

5.2

4.9

3.8

3.1

0.8

0.8

0.6

0.5

9.4

0 10 20 30 40 50 60

高血圧

目の病気

筋骨格の病気

糖尿病

ない

高脂血症

心臓病

耳の病気

腎臓・前立腺の病気

胃腸・肝臓・胆のうの病気

外傷

呼吸器の病気

脳卒中

がん

血液・免疫の病気

うつ病

パーキンソン病

認知症

その他

（％）
n=639
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認知症に関する相談窓口の認知度（単数回答） 

認知症に関する相談窓口を知っているかについては、「いいえ」が 64.3％、「は

い」が 31.5％となっています。 

 

 

31.5 64.3

4.2

はい いいえ 無回答

ｎ

639

（％）

全体
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２ 在宅介護実態調査 

（１）調査の目的 

本調査は、本計画の策定にあたり、町内の要介護認定を受けた方々の介護保険サ

ービス利用状況やニーズを把握し、安心して暮らせる高齢社会の実現のための基礎

資料として活用することを目的に実施したものです。 

 

（２）調査対象及び調査方法 

項目 内容 

調査対象 町内にお住まいの要介護認定を受けられた方 

調査方法 無作為抽出 

調査項目 郵送法 

調査時期 令和２年６月 

調査地域 長万部町全域 

 

（３）回収結果 

配布数 91票 

有効回収数 59票 

有効回収率 64.8％ 

 

※数値の基本的な取り扱いについて 

 比率はすべて百分率（％）で表し、小数第２位を四捨五入して算出しています。

従って、合計が 100％を上下する場合もあります。 

 基数となるべき実数は、“ｎ＝○○○”として掲載し、各比率はｎを 100％とし

て算出しています。 

 （複数回答）とある問は、１人の回答者が２つ以上の回答を出しても良い問で

あり、従って各回答の合計比率は 100％を超える場合があります。 
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（４）調査結果の概要 

世帯類型について（単数回答） 

世帯類型については、「夫婦のみ世帯」が 59.3％、「その他」が 37.3％、「単身

世帯」が 1.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

施設等の検討状況（単数回答） 

施設等の検討状況については、「入所・入居は検討していない」が 66.1％、「入

所・入居を検討している」が 20.3％、「すでに入所・入居申し込みをしている」が

5.1％となっています。 

 

 

 

 

 

 

令和２年５月における介護保険サービス利用の有無（単数回答） 

令和２年５月における介護保険サービス利用の有無については、「利用した」が

55.9％、「利用していない」が 40.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

1.7

59.3 37.3

1.7

単身世帯 夫婦のみ世帯 その他 無回答

ｎ

59

（％）

全体

66.1 20.3 5.1 8.5

入所・入居は検
討していない

入所・入居を検
討している

すでに入所・
入居申し込み
をしている

無回答

ｎ

59

（％）

全体

55.9 40.7

3.4

利用した 利用していない 無回答

ｎ

59

（％）

全体
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在宅生活継続のために必要な支援・サービス（複数回答） 

在宅生活継続のために必要な支援・サービスについては、「外出同行（通院、買

い物など）」（22.0％）が最も高く、次いで「見守り、声かけ」（15.3％）、「移

送サービス（介護・福祉タクシー等）」（10.2％）、「掃除・洗濯」（8.5％）、「調

理」（6.8％）、「配食」、「買い物（宅配は含まない）」（同率 5.1％）、「ゴミ

出し」、「サロンなどの定期的な通いの場」（同率 3.4％）の順となっています。

なお、「特になし」は 42.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な介護者の勤務形態（複数回答） 

主な介護者の勤務形態については、「仕事を辞めた家族・親族はいない」（73.3％）

が最も高く、次いで「主な介護者が仕事を辞めた」、「主な介護者が転職した」（同

率 3.3％）となっています。なお、「主な介護者以外の家族・親族が仕事を辞めた」、

「主な介護者以外の家族・親族が転職した」の回答はありませんでした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

22.0

15.3

10.2

8.5

6.8

5.1

5.1

3.4

3.4

0.0

42.4

0 10 20 30 40 50

外出同行（通院、買い物など）

見守り、声かけ

移送サービス（介護・福祉タクシー等）

掃除・洗濯

調理

配食

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

サロンなどの定期的な通いの場

その他

特になし

（％）
n=59

73.3

3.3

3.3

0.0

0.0

3.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80

仕事を辞めた家族・親族はいない

主な介護者が仕事を辞めた

主な介護者が転職した

主な介護者以外の家族・親族が仕事を辞めた

主な介護者以外の家族・親族が転職した

わからない

（％）
n=30
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主な介護者（単数回答） 

主な介護者については、「配偶者」が 63.3％、「子」が 23.3％、「子の配偶者」、

「孫」が同率 3.3％となっています。 

性別でみると、男性では、「配偶者」が 76.9％である一方、女性では、配偶者は

52.9％にとどまり「子」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な介護者の性別（単数回答） 

主な介護者の性別については、「女性」が 50.0％、「男性」が 43.3％となってい

ます。 

性別でみると、男性では「（主な介護者の性別）女性」が７割弱、女性では「（主

な介護者の性別）男性」が６割弱となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

63.3 23.3

3.3 3.3 0.0 0.0

6.7

76.9 15.4

0.0 0.0 0.0 0.0

7.7

52.9 29.4 5.95.9

0.0 0.0

5.9

90.0 10.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

50.0 30.0

5.0 5.0 0.0 0.0

10.0

80.0 20.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

50.0 35.7 7.1 7.1

0.0 0.0 0.0

85.7 14.3

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

配偶者 子 子の配
偶者

孫 兄弟・
姉妹

その他 無回答

ｎ

30

13

17

10

20

5

14

7

性
別

年
齢

要
介
護
度

全体

男性

女性

75歳未満

75歳以上

要支援１・２

要介護１・２

要介護３～５

（％）

43.3 50.0 6.7

23.1 69.2 7.7

58.8 35.3 5.9

40.0 60.0

0.0

45.0 45.0 10.0

60.0 40.0

0.0

35.7 64.3

0.0

57.1 42.9

0.0

男性 女性 無回答
ｎ

30

13

17

10

20

5

14

7

性
別

年
齢

要
介
護
度

全体

男性

女性

75歳未満

75歳以上

要支援１・２

要介護１・２

要介護３～５

（％）
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主な介護者の年齢（単数回答） 

主な介護者の年齢については、「60 代」、「70 代」が同率 26.7％、「80 歳以上」

が 20.0％、「50代」が 16.7％、「30 代」が 3.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

主な介護者が行っている介護（複数回答） 

主な介護者が行っている介護については、「その他の家事」（86.7％）が最も高

く、次いで「外出の付き添い、送迎等」（83.3％）、「食事の準備（調理等）」（80.0％）、

「金銭管理や生活面に必要な諸手続き」（73.3％）、「服薬」（53.3％）、「入浴・

洗身」、「身だしなみ」（同率 33.3％）、「衣服の着脱」、「屋内の移乗・移動」、

「認知症状への対応」（同率 23.3％）、「夜間の排泄」（20.0％）、「食事の介助

（食べる時）」（16.7％）、「日中の排泄」、「医療面での対応」（同率 10.0％）

の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.0 0.0 3.3 0.0

16.7 26.7 26.7 20.0

0.0

6.7

20歳
未満

20代 30代 40代 50代 60代 70代 80歳
以上

わから

ない

無回

答

ｎ

30

（％）

全体

86.7

83.3

80.0

73.3

53.3

33.3

33.3

23.3

23.3

23.3

20.0

16.7

10.0

10.0

3.3

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

その他の家事

外出の付き添い、送迎等

食事の準備（調理等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

服薬

入浴・洗身

身だしなみ

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

認知症状への対応

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

日中の排泄

医療面での対応

その他

わからない

（％）
n=30
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主な介護者が不安に感じる介護（複数回答） 

主な介護者が不安に感じる介護については、「夜間の排泄」（36.7％）が最も高

く、次いで「外出の付き添い、送迎等」（33.3％）、「日中の排泄」、「認知症状

への対応」（同率 26.7％）、「入浴・洗身」（23.3％）、「食事の準備（調理等）」

（16.7％）、「屋内の移乗・移動」、「その他の家事」（同率 13.3％）、「食事の

介助（食べる時）」、「服薬」（同率 10.0％）、「身だしなみ」、「衣服の着脱」、

「金銭管理や生活面に必要な諸手続き」（同率 6.7％）の順となっています。なお、

「不安に感じていることは特にない」は 13.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な介護者の就労継続の可否に係る意識（単数回答） 

主な介護者の就労継続の可否に係る意識については、「問題はあるが何とか続け

ていける」が 61.5％、「問題なく続けていける」が 23.1％、「続けていくのはやや

難しい」と「続けていくのはかなり難しい」が同率 7.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

36.7

33.3

26.7

26.7

23.3

16.7

13.3

13.3

10.0

10.0

6.7

6.7

6.7

0.0

3.3

13.3

0.0

0 10 20 30 40

夜間の排泄

外出の付き添い、送迎等

日中の排泄

認知症状への対応

入浴・洗身

食事の準備（調理等）

屋内の移乗・移動

その他の家事

食事の介助（食べる時）

服薬

身だしなみ

衣服の着脱

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

医療面での対応

その他

不安に感じていることは特にない

主な介護者に確認しないとわからない

（％）
n=30

23.1 61.5 7.7 7.7

0.0 0.0

問題なく続
けていける

問題はある
が何とか続

けていける

続けてい
くのはや

や難しい

続けてい
くのはか

なり難し
い

主な介護者
に確認しな

いとわから
ない

無回答

ｎ

13

（％）

全体



第３章 計画の基本的な考え方 

26 

第３章 計画の基本的な考え方 
 

第１節 基本理念 

直近 10 年間の町内人口において、75 歳以上の高齢者の減少数がわずかなのに対

し、65歳未満の人口が大幅に減少となっており、本町においても少子高齢化の実態

が浮き彫りとなってきている状況です。 

それに伴い、介護職員の人手不足が深刻となってきており、今後も続いていくと

予想される少子高齢化に対応していくための対策が必要となります。そのためには、

高齢者の健康寿命を延ばすための支援、自立した生活を少しでも長くできるための

支援を充実させるとともに、若い世代や高齢者自身が地域の担い手となって互いに

支え合って生活していくための支援が重要となってきます。 

このようなことを踏まえ、本計画の理念を第７期長万部町高齢者保健福祉計画・

介護保険事業計画に引き続き、ともに支え合う共生型社会の実現を目指し、 

 

 
 

とします。 

 
 

共に支え合い、長寿で豊かなまちづくり 
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第２節 基本目標 

本計画の基本理念を実現するために、本町におけるこれまでの取り組みと国や道

の動向を踏まえ、次の３つの基本目標を掲げ、高齢者施策を推進します。 

 

基本目標１ 健康寿命の延伸と元気高齢者の活躍推進 
「自分の健康は自分で守り、自分でつくる」をモットーに、高齢者が住み慣れた

地域で、できるだけ健康を保持し自立した生活が送れるよう支援していきます。そ

のため町は、生活習慣病予防を主目的に健康診査等の保健事業を実施し、高齢者の

健康寿命が延びるよう高齢者の健康づくりを推進します。 

また、高齢者がそれぞれ有する能力に応じて自立した日常生活を営むことができ

るように、要介護状態又は要支援状態になることを未然に防ぐ予防、要介護状態等

の軽減若しくは悪化の防止を図ります。 

さらに、健康で「活動的な 85 歳」が生きがいを持って豊かに生活している町を

目指して、健康づくりの推進と併せ、高齢者が自らの経験と知識を生かし、地域社

会の一員としてさまざまな活動に参加できるよう、高齢者の積極的な社会参加を支

援します。 

 

基本目標２ 安心・安全に暮らせる環境づくり 
介護や支援を必要とする高齢者が住み慣れた地域で安心・安全に暮らすためにも、

高齢者の家族が介護のために離職せざるを得ない状況を防ぐためにも、居宅サービ

スの充実を図るとともに、サービス提供事業者の意向や医療計画との整合性も踏ま

えながらサービスの基盤整備に努めていきます。 

また、介護サービスの質的向上を図るため、介護に係る人材の育成・確保に努め

るとともに、サービス提供事業者の質的向上を図るため、利用者本人にとってサー

ビスが効果的かつ効率的に提供されたかを評価し、その結果を次のサービス事業の

展開に活用していきます。 

さらに、高齢者の虐待防止や成年後見制度活用などの権利擁護を推進するととも

に、感染症対策や防災・防犯対策においても徹底した対策・対応が求められるため、

関係機関と連携を行い高齢者の安心・安全な暮らしの確保に努めていきます。 

 

基本目標３ 多様な暮らしを支え合うまちづくり 
後期高齢者の増加により一人暮らしの高齢者や認知症高齢者も増加すると考え

られます。これらの高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで

続けることができるよう、地域包括ケアシステムの構築が重要となっております。 

住民同士が支え合いながら暮らすことのできる地域共生社会を目指すために、地

域住民と専門機関が連携したネットワークづくりを行っていきます。 
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第３節 施策体系 

＜基本理念＞ 

 
 

１ 健康寿命の延伸と
元気高齢者の活躍推進

１ 高齢者の健
康づくりの推進

２ 介護予防の
総合的な推進

３ 介護予防・
日常生活支援総
合事業の実施

４ 生きがいづ
くりと社会参加
の促進

２ 安心・安全に暮ら
せる環境づくり

１ 自立生活支援
の充実

２ 介護サービ
スの質の向上・
確保

３ 高齢者虐
待・成年後見制
度などの権利擁
護の推進

４ 感染症対策
と防犯・防災対
策の充実

３ 多様な暮らしを支
え合うまちづくり

１ 地域包括ケ
ア体制の充実

２ 認知症への
支援体制の強化

共に支え合い、長寿で豊かなまちづくり 
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第４章 施策の推進方策 
 

基本目標１ 健康寿命の延伸と元気高齢者の活躍推進 

第１項 高齢者の健康づくりの推進 

（１）健康づくりの推進 

町民一人ひとりが「自分の健康は自分で守り、自分でつくる」という意識を持ち､自ら

健康づくりに取り組めるような支援と環境づくりを推進していきます。 

 

① 健康教育の充実（健康増進） 

事業内容 
心身の健康の増進、維持のために必要な知識や工夫について、実技や

講話を通して普及を図ります。 

7期における 

取り組みと成果 

運動教室や料理教室、講話を実施する健康教室を、健康センターや地

域会館等で実施しました。対象者にあわせた内容で、実技を含めて実施

する事で、より具体的な啓発活動につながりました。 

今後の方向性 
知識の普及、運動の機会、交流の場として有効に活用できているた

め、今後も必要に応じて継続して実施します。 

 

② 健康相談の充実 

事業内容 
心身の健康に関する個別の相談に応じ、安心して健康的な生活が送れ

るよう支援します。 

7期における 

取り組みと成果 

地域会館や、公共施設での開催や、役場庁舎への来所や電話相談を随

時実施しています。食生活や、医療の継続などについて、個別に相談す

ることで、安心して健康的な生活を送るための支援ができています。 

今後の方向性 
対象者が相談しやすい環境で健康相談を受けられるよう、地域会館や

公共施設、役場庁舎での相談や電話相談を継続します。 
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（２）生活習慣病予防対策の推進 

３大生活習慣病といわれる、がん（悪性新生物）、心臓病（心疾患）、脳卒中（脳血管

疾患）は、日本人の全死因の中でも上位を占めています。 

本町においても、がん、高血圧、脂質異常症など生活習慣病の罹患者が多いため、継続

した対策が必要となっています。 

生活習慣病を予防していくためには、若年期からの知識の習得と、健診を受けることを

習慣にしていくことが重要となります。がん検診をはじめ、各種健康診査の受診率向上と

ともに、良い生活習慣の提示やその必要性を若年層から意識できるよう、広報やチラシを

利用した幅広い年代への広報活動を実施します。 

また、健診の事後指導や未受診者への対策も継続し、さらに有効な健診体制を整えてい

きます。 

 

① 健康診査・特定健康診査・後期高齢者健康診査の実施 

事業内容 

動脈硬化や糖尿病、腎機能異常の早期発見、悪化防止を目的に健康診

査・特定健診・後期高齢者健診を実施し、生活改善が必要な対象者に

は、保健指導を実施し、健康的な生活を支えます。 

7期における 

取り組みと成果 

毎年、個別の健診案内通知や、広報紙での周知を実施し、健診受診を

勧めています。また、健診料金を無料にし、多くの方に受診してもらえ

るような対策を実施しています。また、集団健診の他、個別健診も実施

し、受診の機会を増やし、受診率は徐々に増加しています。 

未達成の課題 
健診は計画通りに実施しており、受診率が徐々に増加してはいます

が、受診率は依然として低い状態です。 

今後の方向性 今後も、受診勧奨、健診の周知を続けていきます。 

 

② がん検診の実施 

事業内容 

がんは、早期に発見し治療すれば高い治療効果が見込めるため、早期

発見ができるよう、がん検診を実施しています。１つのがん検診だけで

はなく、異なる健診も同時に受けられるように同時検診を実施していま

す。実施しているがん検診は、胃がん検診・肺がん検診・大腸がん検

診・前立腺がん検診・子宮がん検診・乳がん検診となっています。 

7期における 

取り組みと成果 

集団検診の受付時期には広報への周知記事や、折り込みチラシを入れ

広報活動をしています。 

未達成の課題 
検診は計画通り実施できていますが、受診率は、低い状態で推移して

います。 

今後の方向性 今後も、検診の重要性や検診日の周知を継続していきます。 
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③ その他の検診の実施 

事業内容 

健康診査やがん検診の他、頭の検診（MRI検査）や骨粗しょう症検診、

肝炎検査、エキノコックス検診を実施し、それらの病気の早期発見に努

め、早期治療を勧めています。 

7期における 

取り組みと成果 

検診の種類によって対象者が違うため、それぞれの対象者が受けやす

い時期に検診を設定し、実施しています。また、検診によっては、がん

検診などと同時に実施するなど、利便性を高めています。 

未達成の課題 
検診は計画通り実施しています。受診者数が少ない検診もあるため、

今後も検診の受診勧奨や広報活動を実施していきます。 

今後の方向性 
受診勧奨や検診の広報を継続し、町民が検診を受けやすい環境を整

え、検診や事後指導を継続していきます。 

 

④ 訪問支援の実施 

事業内容 
生活習慣病の予防や悪化防止、介護予防を目的に家庭を訪問し、健康

的な生活についての助言や支援を行います。 

7期における 

取り組みと成果 

健診の事後指導や、健康相談などのフォローアップとして、家庭訪問

を実施しています。 

未達成の課題 
健診の受診率が低いため、健診の事後フォローできる対象者が少ない

です。健診の受診勧奨を勧めていきます。 

今後の方向性 
今後も、健診事後や健康相談などの場で情報を把握し、必要な対象者

に訪問指導を実施していきます。 
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第２項 介護予防の総合的な推進 

（１）介護予防事業の推進 

高齢者がいつまでも元気で、住み慣れた地域で生活し続けることができるように、要介

護・要支援状態になる前から、一人ひとりの状況に応じた介護予防対策を図るとともに、

要介護状態になった場合においても、地域で自立した日常生活を送れることを目的とし

て、地域支援事業に取り組んでいきます。 

 

① 地域支援事業の実施 

事業内容 

地域支援事業は必須事業と任意事業に分けられます。必須事業には介

護予防・日常生活支援総合事業と包括的支援事業があります。 

地域支援事業の推進を図るために、地域包括支援センターが中心とな

り、各関係者・関係機関との連携を行います。 

7期における 

取り組みと成果 

介護予防・日常生活支援総合事業については、訪問型サービス・通所

型サービス・介護予防支援事業などの介護予防・生活支援サービス、地

域での健康づくり運動教室、地域リハビリテーション活動支援事業など

の一般介護予防事業を実施しています。 

包括的支援事業については、在宅医療・介護連携推進事業、認知症施

策推進事業、生活支援体制整備事業などを関係機関と連携を図りなが

ら、地域と共存して生活できる体制づくりを行っています。 

今後の方向性 

介護予防・日常生活支援総合事業については、住民主体の多様なサー

ビスの展開のため、総合事業の担い手を確保する取り組みを推進してい

きます。 

包括的支援事業については、在宅医療・介護連携の推進、認知症施策

の推進、生活支援体制の推進、権利擁護業務の整備などを行い、高齢者

が地域において自立した日常生活を送れるよう支援していきます。 
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② 一般介護予防事業の推進 

事業内容 

地域包括支援センターの保健師、社会福祉士等が関わり、運動機能・

口腔機能・認知機能の維持や向上等を目指して、介護予防教室（いきい

き体操や運動教室）を実施しています。地域に密着した地域の会館等で

実施することにより、参加者同士がコミュニケーションをとり、お互い

の健康状態を把握し、声がけができるような体制づくりの支援をしてい

ます。また、要介護または要支援状態にならないことも目的としていま

す。 

7期における 

取り組みと成果 

南栄のいきいき体操は住民主体で行い、年に数回、地域包括支援セン

ター職員が体力測定と認知症予防体操の実施に出向き支援しました。旭

浜のガヤガヤ運動教室は月に一度開催しています。開催にあたって、地

域包括支援センター職員が支援を行っています。まる元運動教室は、

NPO法人ソーシャルビジネス推進センターに業務を委託し、実施しまし

た。 

今後の方向性 

閉じこもり予防や他者との交流を楽しまれていることから、介護予防

教室の継続運営、実施を図っていき、多くの地域で介護予防教室が開催

できるよう、指導者の養成を図っていきます。 

 

③ 一般介護予防事業の評価 

事業内容 

地域包括ケアシステムの構築に向けた取り組みをより良いものにする

ため、介護予防・日常生活支援総合事業の実施状況を踏まえ効果につい

て評価していきます。 

7期における 

取り組みと成果 

介護予防運動教室等の体力測定結果に基づく評価・検証、地域リハビ

リテーション活動支援事業による取り組みの評価・検証、一般介護予防

事業に関する評価・検証を実施しております。 

今後の方向性 
引き続き、一般介護予防事業を効果的かつ、効率的に実施するための

体制・企画・実施過程等を評価・検証していきます。 
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第３項 介護予防・日常生活支援総合事業の充実 

要介護状態になることを予防し、要介護状態になった場合でもできるだけ地域において

自立した日常生活を営むことができるよう、地域の実情に応じた効果的・効率的な介護予

防の取り組みを推進することが必要です。 

具体的には、日常生活の中で気軽に参加できる活動の場が身近にあり、地域の人とのつ

ながりを通して活動が広がるような地域づくりが求められます。 

新しい総合事業においても、現状の通所介護予防事業の取り組みを継続的・一体的に展

開することにより、高齢者の一人ひとりが活動的で生きがいのある生活を送ることができ

るよう、既存の社会資源を活用した場の確保を図るとともに、プログラムを充実していき

ます。 

 

（１）介護予防の普及と認知症予防の推進 

事業内容 

フレイル状態（虚弱）の高齢者に対して、要支援・要介護状態になる

ことを防止するため、早期に適切な介護予防事業を実施します。 

介護予防普及啓発として、健康運動指導士による認知症予防を含めた

健康づくり運動教室、住民主体による通いの場の立ち上げ支援を進めま

す。 

地域団体・自主グループ等の集まりや健康教室等の機会を利用し、知

識の普及・啓発を進めます。 

要支援者については、地域包括支援センターが作成するケアプランに

基づき総合事業サービスと介護給付サービスを併せて提供します。 

7期における 

取り組みと成果 

介護予防教室（まる元運動教室）を毎週金曜日、３地区で開催しまし

た。健康運動指導士により認知症予防も含めた健康作り運動教室です。 

認知症予防教室（脳の健康教室）を毎週水曜日、１地区で開催しまし

た。 

また、通いの場を２地区で開催しました。 

未達成の課題 
介護予防教室以外に、出前講座を開催していますが、最近は講座の希

望団体がない状況です。 

今後の方向性 

現在開催している介護予防教室や認知症予防教室は今後も継続してい

きます。リハビリ職と協働して、通いの場の立ち上げ支援を行っていき

ます。また、一般町民向けに、介護予防講座や研修会を開催し、介護予

防の普及・啓発を行っていきます。 
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（２）住民の自主的活動への支援 

事業内容 

介護予防教室は、旭浜ガヤガヤ運動教室、南栄のいきいき体操、まる

元運動教室（静狩、国縫、福祉センター）の継続実施とともに、高齢者

が通いやすい範囲に住民主体の通いの場が新たに立ち上がるよう、指導

者の育成について支援していきます。 

7期における 

取り組みと成果 

平成29年度、南栄のいきいき体操が自主的組織として立ち上がる際に

は、町内会、老人クラブへ出向き、話し合いを行ってきました。 

未達成の課題 

上記以降は地域の指導者の育成には至っておらず、今後、町内会や老

人クラブ、社会福祉協議会等と連携を図りながら、指導者の育成に取り

組んでいきます。 

今後の方向性 
今後、町内会や老人クラブ、社会福祉協議会等と連携を図りながら、

地域の指導者の育成に取り組んでいきます。 
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（３）包括的支援事業の推進 

① 介護予防ケアマネジメント業務 

事業内容 

要支援認定者で、本人や家族と相談しながらケアマネジメントを行

い、サービス利用の意思のとれた方に対して、ケアプラン等を作成し、

介護保険サービスに結びつけています。また、介護保険サービスのみで

はなく、配食サービス等の福祉サービスや地域資源の紹介も含め、幅広

いケアマネジメントを行っています。 

認定非該当者に関しては、現状維持又はさらなる生活の質の向上がで

きるように、地域の介護予防事業につなげたり、必要時保健師訪問の継

続を行っています。 

認定を受けていない方で、要介護、要支援認定になる可能性のある方

へのケアマネジメントを行い、保健、医療、福祉分野の専門職と連携を

図りながら、地域包括支援センター職員が本人や家族との連絡や訪問を

続けながら、必要時介護申請の支援を行なったり、必要なサービスに結

びつける等しています。 

7期における 

取り組みと成果 

令和元年度より、認定非該当者や、認定を受けていないが生活の質が

落ちている方等を対象に、地域包括支援センター職員が本人や家族に訪

問することに力を入れています。要介護申請や必要なサービスに結びつ

けて、本人ができることを継続し、できないところを支援することで要

介護度の悪化等を防いでいます。 

今後の方向性 

今後も要介護・要支援状態が悪化しないように、事業の継続実施に取

り組みます。 

令和元年度同様、認定を受けていない方や認定非該当者のケアマネジ

メントにも力をいれて、要支援・要介護認定がつかないように、または

介護サービス必要な方には本人、家族との連携を図り、信頼関係を得な

がら、支援の継続を図っていきます。 

 

  



第４章 施策の推進方策 

37 

② 包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 

事業内容 

町内会、民生委員等関係機関との連携が必要なケース、保健・医療・

介護・福祉等サービス支援・介入が必要なのにサービスを拒否するケー

ス等、困難事例の対応について検討し、高齢者が住み慣れた地域で暮ら

していけるよう、ケアマネジャーへの支援を行っています。必要時には

地域包括支援センター職員がケアマネジャーと一緒に訪問する等の支援

も行っています。 

住民、医療機関や居宅介護支援事業所等からの相談には随時対応し、

必要時は関係機関との調整を図っています。地域ケア会議の準備として

事例検討会を開催し、課題の共有や支援の方向性を皆で考える等を行っ

ています。 

7期における 

取り組みと成果 

令和元年度には、居宅ケアマネジャーと一緒に虐待案件含めた困難ケ

ースの個別会議を２件開催し、困難ケースを居宅ケアマネジャーと一緒

に訪問する等の支援も行っています。 

未達成の課題 

医療機関、民生委員、地域住民や家族からの情報提供が多いですが、

地域の高齢化が進んでいることとともに、マンパワーの限界があること

から全ての困難事例等の把握は厳しい現状にあります。 

今後の方向性 
今後もケアマネジャー支援や町内会や民生委員、関係機関との連携を

密にしながら支援を継続していきます。 

 

  



第４章 施策の推進方策 

38 

③ 生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）の支援 

事業内容 

地域における助け合い・支え合い（互助）活動の創出（仕組み構築）

及び利用を促進する調整役として、社会福祉協議会に生活支援コーディ

ネーターを配置しています。生活支援コーディネーターは、多様な主体

による多様な取り組みのコーディネート機能を担い、生活支援・介護予

防の一体的な活動を推進していきます。 

7期における 

取り組みと成果 

社会福祉協議会の生活支援コーディネーターを７期計画期間中に増員

し、地域住民と高齢者のニーズを共有し、ニーズの低減・解消を目指し

て結成された「地域食堂チーム」、「ごみ出し支援チーム」、「防災体

験チーム」、「買い物支援チーム」の４つの住民チームの活動を後方支

援しました。 

また、マッチング企画（介護予防、多世代交流）として、町内でウォ

ーキングを行う高齢者グループと幼稚園をつなぎ、双方が交流しながら

一緒に散歩しました。 

さらに、生活支援コーディネーターが自身のコーディネーターとして

のスキルアップを図るべく、コーディネーター養成研修にも積極的に参

加しました。 

今後の方向性 

さまざまな困り事や地域課題に対応するため、協議体の支援や外部の

アドバイザーの助言を受けながら、引き続き、地縁組織等の多様な主体

に対して協力依頼等の働きかけ、関係者のネットワーク化、助け合い・

支え合い活動の創出及びマッチング、さらには生活支援サービスの担い

手の発掘・養成に関する業務等を行っていきます。 
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④ 協議体の運営 

事業内容 

ボランティア団体・NPO法人、町内会、女性団体、福祉及び教育にか

かわる関係機関・事業所、産業団体に所属されている方等を構成員とす

る協議体を平成30年度より設置しています。協議体は生活支援コーディ

ネーターをサポートし、互助を中心とした地域づくりを住民主体で進

め、助け合い活動（仕組み）を共に創出・充実する組織（メンバー）で

あり、生活支援コーディネーターをバックアップしています。 

7期における 

取り組みと成果 

定期的に開催される協議体会議に出席し、生活支援コーディネーター

が提起する高齢者が抱えるさまざまな困り事や地域課題に対して助言、

情報提供を行っています。また、町が主催するまちづくりカフェの受付

や会場設営等に協力、町が企画する協議体視察に参加し、他町の取り組

みを学び互助の理解を深めてきました。 

今後の方向性 

生活支援コーディネーターから提起される高齢者の困り事や地域課題

と向き合い、互助による低減・解消を目指して、引き続き助言、情報提

供を行っていきます。 
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（４）任意事業の推進 

任意事業は、介護予防事業及び包括的支援事業を補完する事業として位置づけ、地域の

ニーズに適し、高齢者の自立した生活を支援するために効果のある事業を実施していきま

す。 

 

① 介護給付等費用適正化事業 

事業内容 

介護保険の信頼性を高めるとともに介護給付費や介護保険料の増大を

抑制することを通じて、持続可能な介護保険制度を構築するために、国

が示している主要５事業のうち要介護認定の適正化、住宅改修等の点

検、縦覧点検･医療情報との突合の３事業を行います。 

7期における 

取り組みと成果 

要介護認定の適正化、住宅改修等の点検については、全件実施し、介

護給付費通知についても通知を行いました。縦覧点検･医療情報との突合

も毎月実施しました。ケアプランの点検は、実施できませんでした。 

未達成の課題 
「ケアプランの点検」の実施については、専門的な知識を有する職員

等がいないため実施できませんでした。 

今後の方向性 
包括支援係と連携し、点検を実施します。民間等へ点検の委託につい

ても検討を行います。 

 

② 家族介護支援事業 

事業内容 

徘徊の症状がある在宅の高齢者及び障がい者に対し、ＧＰＳ機能付き

専用端末を貸与し、当該高齢者等が所在不明となった場合、家族等の問

い合わせに対し、現在の位置の情報を提供します。 

7期における 

取り組みと成果 
利用者がいない状況です。 

今後の方向性 
今後も過疎化が進み独居の高齢者が増えていく等、介護をしている家

族等が安心して生活できるよう当該事業は継続して行きます。 

 

③ その他事業（長万部町シルバーハウジング生活援助員派遣事業） 

事業内容 

大浜振興会館に併設する事務室に生活援助員を常駐させ、シルバーハ

ウジング入居者に対して、生活指導及び相談並びに各種情報の提供、安

否確認、一時的な家事援助、緊急時の対応、関係機関との連絡、その他

日常生活に必要な援助等のサービスを提供します。 

7期における 

取り組みと成果 

入居者が安全快適な生活を営むことができるように支援ができていま

す。 

今後の方向性 
今後も独居の高齢者が増えることから、シルバーハウジングは重要な

ものであり、今後も継続して実施します。 
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第４項 生きがいづくりと社会参加の促進 

明るく活力に満ちた超高齢社会を確立するために、高齢者自身が自らの経験と知識を活

かして、高齢者自身が担い手として積極的に地域社会の中に参加していく社会づくりを推

進するとともに、高齢者が社会活動に参加し世代間交流や地域のために活躍できる場とし

て、老人クラブの育成などを中心に高齢者の活動を支援します。 

 

（１）老人クラブの育成 

事業内容 

仲間づくりを通じて、生きがいと健康づくりを目標とした「生活を豊

かにする楽しい活動」を行い、また、その知識や経験を活かして、地域

の諸団体と協働し、「地域を豊かにする社会活動」に取り組むなど、明

るい⾧寿社会づくり、高齢者福祉の向上を目指し、老人クラブの育成・

支援を行っています。 

7期における 

取り組みと成果 

老人クラブのあり方を再度検討し、時代に合わせた魅力ある老人クラ

ブ事業の展開を図りました。特に会員の減少問題への対策は急務であ

り、老人クラブ連合会と連携を図りながら、単位老人クラブが、主体的

に会員の勧誘・増加に取り組めるように支援しました。 

今後の方向性 

高齢者が、老人クラブの活動を通じて、生きがいや健康づくりの推進

を図るため、積極的に活動できるよう支援します。さらに会員の加入促

進を図るとともに、近年、問題となっている孤立死や老老介護等の課題

解決に向け、会員相互の連携強化を促進します。 

 

（２）高齢者ボランティアの育成 

事業内容 
ボランティア講座などの充実を図り、地域ボランティア活動の活性化

を目指しています。 

7期における 

取り組みと成果 

高齢者のボランティア活動については、リーダー的存在になり得る人

材の発掘がなかなか進まない現状があり、具体的な活動に結びつきませ

んでした。 

今後の方向性 
社会福祉協議会や町内会連合会、老人クラブ連合会等と連携を図りな

がら、各地域の実情に即した育成方法を検討します。 
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（３）生涯学習活動への支援 

事業内容 
心身共に健康な生活を送ることや、生きがいづくりを支援するための

学習機会を提供します。 

7期における 

取り組みと成果 

東京理科大学の先生をはじめ、町内外から講師を招き、文化講座や社

会的課題をテーマにした講演会等を実施しました。 

近隣市町村の文化や歴史を学ぶため、日帰りの修学旅行（見学旅行）

を実施しました。 

高齢者の生きがいづくりや老人クラブの地域交流促進に成果がありま

した。 

未達成の課題 高齢者の健康づくりのために学習機会の充実を図る必要があります。 

今後の方向性 
高齢者を取りまく環境と、求めているニーズを把握し、継続して取り

組みます。 
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基本目標２ 安心・安全に暮らせる環境づくり 

第１項 自立生活支援の充実 

本町では介護保険制度による介護サービスに加えて、町の単独事業や補助事業によっ

て、高齢者に介護保険対象サービスを補完する役割等を果たす生活支援等の福祉サービス

を実施していきます。 

 

① 外出支援サービス 

事業内容 
 町内、町外医療機関への送迎 

 町外への移送は、町内に診療科目がない場合 

対象者 
町内居住の高齢者及び心身に障がいのある方若しくは家族で移

送が困難な方 

今後の方向性 
今後も継続事業とし、在宅高齢者等が安心して医療機関に通院

できるように支援していきます。 

 

② 寝具類等洗濯乾燥消毒サービス事業 

事業内容 

 寝具の乾燥 

 寝具の消毒（丸洗い３か月に１回） 

 寝具の借入 

対象者 
独居高齢者及び高齢者のみ世帯で老衰・心身の障がい、傷病等

により寝具の衛生管理が困難な方 

今後の方向性 

現在利用者はいませんが、今後の高齢化が進む中で当面は現状

の内容で継続事業とし、在宅高齢者等の衛生管理等の助成に努め

ていきます。 

 

③ 軽度生活援助事業 

事業内容 

 おおむね10cm以上の降雪時における除排雪 

 家屋等の軽易な作業 

 町⾧が特に必要と認めた作業 

対象者 
高齢者単身世帯及び高齢者夫婦世帯で傷病等のために日常生活

に支障のある方で、協力者が確保できない方 

今後の方向性 

除排雪については、委託先の作業員の確保が困難な状況にあり

ますが、今後も高齢化が進む中で事業は継続し、日常生活上の作

業が困難な在宅高齢者の支援に努めます。また、事業継続に向け

て事業内容の見直しも必要に応じて検討していきます。 
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④ 訪問理美容サービス事業 

事業内容 自宅において理美容を実施します。 

対象者 心身の障がい及び傷病等の理由で美容院に行けない高齢者等 

今後の方向性 

現在利用者はいませんが、今後の高齢化が進むにつれ、利用希

望者が出てくる可能性もあるため継続事業とし、利用者の衛生管

理と安心した在宅生活ができるよう支援していきます。 

 

⑤ 高齢者食生活改善事業 

事業内容 

 食生活に関する研修会等の開催 

 食生活に関する教室等の開催 

 食生活改善のための支援指導・助言、食生活上の留意点に関

する普及・啓発 

対象者 おおむね65歳以上の高齢者及び高齢者を抱える家族 

今後の方向性 
今後も事業を継続し、高齢者等の食生活の改善に努めていきま

す。 

 

⑥ 給食・配食サービス事業 

事業内容 
栄養バランスがとれた夕食を週３回提供するとともに、安否を

確認します。 

対象者 
独居高齢者や高齢者のみの世帯で、自ら食事をつくるのが困難

な世帯 

今後の方向性 

高齢者の増加により、今後も需要が見込まれることから、継続

事業とします。配食サービスについては、新しい総合事業（栄養

改善を目的とした配食）への移行が可能かどうか、引き続き検討

します。 

 

⑦ 徘徊高齢者家族支援サービス事業 

事業内容 
徘徊症状がある在宅の高齢者及び障がい者が徘徊等により所在

不明とならないよう、GPS機能付きの端末機を貸与します。 

対象者 
徘徊症状がある在宅の高齢者及び障がい者を介護している家族

等 

今後の方向性 

現在利用者はいませんが、事故の防止を図り、家族等が安心し

て介護できる環境を整備しておく必要があるため、継続事業とし

ます。 
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⑧ 家族介護慰労事業 

事業内容 
在宅の要介護高齢者を介護している家族等に対して、慰労金

（年額10万円）を支給します。 

対象者 

要介護４及び５の判定を受け､町民税非課税世帯の在宅高齢者で

あって過去１年間介護保険サービスを受けなかった者を現に介護

している家族 

今後の方向性 

現在対象の家族はいませんが、要介護認定者数がさらに増加す

ると見込まれ、対象となる家族が現れる可能性を考慮し、継続事

業とします。 

 

⑨ 緊急通報システム整備事業 

事業内容 

緊急通報用電話機・ワイヤレスペンダント・熱センサー・ガス

センサーの設置及び緊急通報等機能の搭載された携帯電話機の購

入費の助成 

対象者 

 おおむね65歳以上の援護を要する高齢者世帯 

 援護を要する重度心身障がい者世帯 

 健康状態・身体状態から日常生活に支障のある者の世帯 

今後の方向性 

高齢者が増加傾向にあるため、当面は継続事業とし、在宅高齢

者等の日常生活の安全確保と精神的不安の解消に努めていきま

す。 

 

⑩ 入浴サービス事業 

事業内容 
居宅に風呂のない者又は身体が不自由で入浴困難な方を高齢者

生活福祉センター等へ送迎して入浴の介助をします。 

対象者 居宅に風呂のない方又は身体が不自由で入浴困難な方 

今後の方向性 

現在、対象者はいませんが、高齢者が増加傾向にある事から当

面は継続事業とし、高齢者等の健康保持及び福祉の向上を目的と

し、生活に生き甲斐を与える事の出来るように努めていきます。 
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⑪ 訪問安否確認サービス事業 

事業内容 
高齢者単身世帯等に対して、電話・訪問等により定期的な安否

確認をします。 

対象者 
町内に居住する単身・夫婦世帯高齢者で、定期的な安否確認等

が必要な方。 

今後の方向性 

老衰、心身の障がい及び病弱等の理由から近隣とのコミュニケ

ーションが少ない独居高齢者世帯等に対し、孤立の解消に努め、

ともに生きるあたたかいコミュニティづくりを目指します。引き

続き、総合事業（住民ボランティア等が行う見守り）への移行も

視野に入れ、継続事業としていきます。 

 

⑫ 住宅改修助成事業 

事業内容 
高齢者向けに居住環境の改善と在宅福祉の向上を図るため、住

宅の整備に必要な資金の一部を助成します。 

対象者 
町内に居住し、かつ住民基本台帳に記載されている方で、在宅

で日常生活を営むのに支障がある高齢者世帯 

今後の方向性 

現在、利用実績はありませんが、介護保険法で支給対象となら

ない場合に備え継続事業とし、高齢者等の居住環境の改善を図り

ます。 

 

⑬ 高齢者生活福祉センター運営事業 

事業内容 

 高齢等のため居宅において、生活することに不安のある方に

住居・食事等の提供 

 利用者に対する各種相談、助言及び緊急時の対応を行う 

 通所介護、訪問介護等介護サービス及び保健福祉サービスを

必要とする場合、必要に応じ利用手続きの援助を行う 

 利用者と地域住民との交流を図るための場の提供等を行う 

対象者 

町内居住のおおむね65歳以上の一人暮らしの方及び高齢者のみ

の世帯で、高齢等のため独立して生活するのに不安のある方、同

居人が虚弱である又は虐待を受けている若しくは同様の状況にあ

る等により、在宅で生活することに不安のある方 

今後の方向性 

特別養護老人ホームの入所要件が、原則要介護３からとなり、

在宅での生活が不安な高齢者を支援するために介護施設入所まで

の受け皿として、今後も継続事業とします。 
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⑭ 地域自立生活支援事業 

事業内容 日常生活をするための補助用具の購入の一部を助成します。 

対象者 

要介護又は要支援の認定を受けている高齢者等若しくは在宅の

自立高齢者等で、何らかの障がいがあり日常生活を営むことに支

障があると認められる方 

今後の方向性 
在宅高齢者等が安心して自立生活を営めるよう、継続事業とし

ます。 

 

⑮ 救急連絡カード登録事業 

事業内容 緊急搬送時に必要な情報を迅速に把握します。 

対象者 
町内居住の単身・夫婦世帯高齢者で、町内に家族・身内がなく

健康に不安のある方 

今後の方向性 
今後も関係機関と連携を図りながら、⾧愛会に安否確認を継続

依頼し、安心して地域で生活できるようにしていきます。 

 

⑯ 救急医療情報キット配付事業 

事業内容 

緊急時に必要な医療情報を保管する緊急医療情報キット（冷蔵

庫保管）を配付することにより、緊急搬送時に必要な情報を迅速

に把握します。 

対象者 
町内居住の単身・夫婦世帯高齢者で、町内に家族・身内がなく

健康に不安のある方 

今後の方向性 

事業は継続実施の予定としています。今後は消防や町立病院と

連携を図りながら、周知方法の検討、キットの普及や有効活用に

力を入れていきます。 
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第２項 介護サービスの質の向上・確保 

（１）質の高いサービスの確保 

利用者がより良い事業所を選択できるよう、サービス提供事業者に外部機関による評

価といった事業所情報の公表を義務づけ、良質な事業所を点検・判断するとともに､保

険者機能の強化の観点から事業者への指導・監督等を実施し、質の高いサービスの確保

を求めます。 

 

① 居宅サービスの充実 

本町のサービス利用にあっては、事業者と情報交換などによって連携をとり、給付

の状況を踏まえながらサービスの調整等により継続的に利用できるよう図っていきま

す。 

 

② 施設・居住系サービスの充実 

在宅と同様に生活することができる居住系サービスは、今後も需要増が見込まれ、

待機状況を勘案しながら必要数について検討していきます。 

施設入所者の実績・待機状況をかんがみると、入所者数についてそれほど大きく伸

びは見込まれませんが、本町が小規模過疎という特性であり、特養の要介護３未満の

新規入所者にも配慮しなければならないことから、今後の入所者数は横ばい若しくは

微増と見込まれます。 

 

③ 地域密着型サービスの推進 

第７期計画で見込んでいた１ユニット（９人）の増床について、平成 30年度に整備

され現在は町内４ユニット（定員 36 人）となっており、満床の状況です。 

地域密着型の観点から、町内に居住する方の利用を優先されるよう事業者に協力要

請するとともに、緊急時・満床時の利用の際には町外施設の利用に適切に対応してい

きます。 

国と合同で実地指導を実施し、運営推進委員会に出席し情報交換を行い、連携をと

りながら適切なサービスの提供に寄与しました。 

その他事業所についても、随時情報交換を行い、道の実地調査に立ち会うなど適切

なサービス提供がされるようチェックや調整を行ってきました。 

引き続き本町のみならず国との合同実地指導、道との合同実地指導や運営推進委員

会での意見交換などを実施し、今後も各事業所と連携を密にし、質の高いサービスの

確保に努めていきます。 
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（２）ケアマネジャーの資質の向上 

事業内容 

地域包括支援センターを中心に開催される地域ケア会議やサービス担

当者会議などを通じ、幅広く情報交換することによって、ケアマネジャ

ーの資質向上に寄与してきました。 

介護予防のための地域ケア個別会議を通して、参加者が事例に対する

多職種の専門的な視点に基づく助言を通じて、自立に資するケアマネジ

メントの視点やサービス等の提供に関する知識・技術を習得することを

目指しています。 

地域包括支援センターにおいては、主任ケアマネジャーが配置され、

町内の居宅支援事業所との連携強化を図っています。なお、町内居宅支

援事業所は１カ所、ケアマネジャーは３名体制です。 

7期における 

取り組みと成果 

アドバイザーの助言の下、介護予防のための地域ケア個別会議及び地

域ケア推進会議を初めて開催しました。多職種の助言を得ることで自立

支援の促進・生活の質の向上、資源開発の推進などを図ることができま

した。 

アドバイザーを依頼して「自立支援とケアマネジメント」をテーマに

町内居宅ケアマネジャー、地域包括支援センター職員、町立病院職員と

勉強会を開催し、介護予防・自立支援の視点を持ったケアマネジメント

を提供することができました。 

今後の方向性 

今後も町内居宅ケアマネジャー、地域包括支援センター職員、町立病

院職員等による勉強会や、地域ケア個別会議及び地域ケア推進会議を定

期的に開催し、介護予防・自立支援の視点を持ったケアマネジメントを

提供できるよう、ケアマネジャーの資質の向上を図っていきます。 
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（３）介護サービス従事者のスキルアップ 

事業内容 

各種研修会については案内の周知、出席の勧奨に努め、情報交換を積

極的に行いながら研修の参加を促進し、スキルアップに寄与していきま

す。 

介護予防のための地域ケア個別会議を通して、参加者が事例に対する

多職種の専門的な視点に基づく助言を通じて、自立に資するケアマネジ

メントの視点やサービス等の提供に関する知識・技術を習得することを

目指しています。 

7期における 

取り組みと成果 

各種研修会の案内を行うとともに、地域ケア会議への参加勧奨、個別

ケア会議の情報提供者としての参加依頼をしました。 

今後の方向性 

今後も、研修会等の参加や、介護予防のための地域ケア個別会議のケ

ース検討を通して、介護サービス従事者の資質向上を図るとともに、介

護予防・自立支援の視点を持った介護サービスを提供していきます。 
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第３項 高齢者虐待防止や成年後見制度などの権利擁護の推進 

（１）虐待防止の取り組み 

事業内容 

虐待の疑いがある場合、「⾧万部町高齢者及び障害者虐待防止対策事

業実施要綱」、「⾧万部町高齢者虐待対応マニュアル」、北海道の「高

齢者虐待対応支援マニュアル」に基づいて迅速に高齢者の安全確認、虐

待の事実確認ならびに虐待の有無・緊急性の判断、対応方針の決定と実

施等を行い対応しています。 

7期における 

取り組みと成果 

「⾧万部町高齢者及び障害者虐待防止対策事業実施要綱」、「⾧万部

町高齢者虐待対応マニュアル」に基づき、通報・相談があった場合は迅

速に対応しています。虐待を未然に防ぐ観点から、民生委員や警察とも

連携し、情報共有を図っています。 

今後の方向性 

引き続き、民生委員や警察署との連携を保ちながら、虐待の通報・相

談が寄せられた場合は迅速に対応していきます。 

また、地域ケア会議等の場面において、介護・医療・福祉職従事者等

の間で虐待防止ネットワーク構築を図り、早期発見に努めていきます。 

 

 

（２）成年後見制度の周知 

事業内容 

地域ケア会議の場面等において弁護士を招き、関係事業所職員に対し

て、制度説明及び情報提供を行っています。法律事務所や家庭裁判所と

連携し、適宜助言や制度の最新の動向について情報提供を受けていま

す。 

7期における 

取り組みと成果 

成年後見制度の普及啓発の一環として、弁護士を招いて成年後見制度

をテーマにした地域ケア会議を開催しています。 

市民後見人は２名登録しており、令和元年度に弁護士、実際に実働し

ている他町の市民後見人を招いてフォローアップ研修を開催しました。

申立がほぼないことから市民後見人の実働はなく、また、中核機関は未

設置です。設置時期は未定ではありますが、現状について適時、北海道

や家庭裁判所に報告しています。 

今後の方向性 

成年後見制度活用にあたっては、引き続き、法律事務所等関係機関と

の連携を保ち、制度の普及啓発、申立の相談・支援を行っていきます。

中核機関設置については、相談件数やニーズをみながら、設置の必要性

を検討していきます。 

 



第４章 施策の推進方策 

52 

（３）消費者保護の取り組み 

事業内容 
消費者被害や詐欺については、⾧万部町消費者相談窓口と連携し、対

応にあたっています。 

7期における 

取り組みと成果 

消費者被害の防止及び対応については、⾧万部町消費者相談窓口と連

携し、適時、町民を対象に消費者トラブルの事例を紹介しながら対処法

を説明しています。 

今後の方向性 
消費者被害や詐欺については、引き続き、⾧万部町消費者相談窓口と

連携し、対応にあたっていきます。 
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第４項 感染症対策と防犯・防災対策の充実 

（１）感染症対策に対する体制整備 

新型コロナウイルス感染症などの蔓延に伴い、高齢者のモニタリング訪問や地域ケア会

議などの各集会において、これからは状況に応じた方法でアイデアを駆使し、安心・安全

を確保できる感染症対策を講じる必要があります。 

マスク着用・消毒・手洗い・うがい等の対策を、高齢者に対して引き続き徹底して指導

していきます。 

また、介護サービス事業所と常に情報を共有し、速やかに保健所等の関係機関と連携が

とれるように体制を整備するなど、感染症対策に万全を期し、なおかつ業務の質が落ちな

いよう注意を払いながら対応していきます。 

 

（２）防犯に対する体制整備 

高齢者の消費者被害を防止するため、事業所や地域住民等による見守り体制を強化して

いきます。高齢者と町、地域住民や関係機関においての見守りネットワークを構築すると

ともに、消費者被害防止のための指導を随時行っていきます。 

 

（３）防災に対する体制整備 

高齢者の中には災害発生時に自力での避難が困難な方が多く存在します。災害時に大き

な被害を受けないために、日常より災害時における支援体制を整備しておく必要がありま

す。 

高齢者が災害時においても安心した生活ができるよう、社会福祉協議会や介護事業所、

病院や町の災害担当部署等の関係機関と常に情報を共有しながら、高齢者の防災対策に努

めていきます。 
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基本目標３ 多様な暮らしを支え合うまちづくり 

第１項 地域包括ケア体制の充実 

団塊の世代が 75歳以上となる令和７年をめどに、重度な要介護状態となっても住み慣

れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、住まい・医療・

介護・予防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの構築が求められて

います。 

今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支

えるためにも、地域包括ケアシステムの構築が重要です。 

 

（１）地域ケア機関の情報共有化と連携 

事業内容 

道の事業で「北渡島檜山地域医療と介護の連携リスト」を４町で作成

しています。医療機関や介護施設等の情報を掲載し、掲載箇所にリスト

を配布し、情報共有を行っています。 

地域ケア会議では医療・介護・福祉の専門職が集まり、自立支援型ケ

ース検討により社会資源の把握や関係者との情報共有を行い、連携の強

化を図っています。 

7期における 

取り組みと成果 

「北渡島檜山地域医療と介護の連携リスト」を定期的に更新し、利用

者の支援をする際にこのリストを活用して、連携を図りました。 

地域ケア会議を開催し、テーマに沿った講師を招き、勉強会や情報交

換、地域課題についての検討を行いました。 

介護予防のための地域ケア個別会議実施にあたり、隣町の病院リハビ

リテーション室⾧（作業療法士）をアドバイザーとして迎え、令和元年

から試行的に開始しました。医師やリハビリ職の参加も増え、多職種で

のケース検討を実施しています。 

今後の方向性 

今後も「北渡島檜山地域医療と介護の連携リスト」を定期的に更新し

て行きます。 

地域ケア会議も把握した地域課題解決に向けて取り組むとともに、地

域ケア個別会議について、歯科領域の専門職の参加を目指します。 
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（２）住民による安全・安心対策活動への支援 

高齢者世帯等で、緊急時に不安を感じている方には、緊急連絡カード登録事業を利用

しての訪問安否確認サービスや緊急医療情報キットの配布、緊急通報システム事業等の

情報提供や周知を行っています。また、地域包括支援センターの役割についても幅広く

周知を行っています。 

体や精神状況の変化により、食事や通院等に不安のある方に関して、給・配食サービ

ス事業、外出支援サービス、その他介護保険サービス、居宅介護支援事業所の役割等に

ついても周知、情報提供を行っています。 

認知症、またはその疑いで行方不明になる可能性のある方には、ふれあいネットワー

クについても周知しています。 

また、民生委員や地域住民による見守りや助け合いも、地域の中で継続して行われて

います。 

一人暮らしの高齢者や高齢者夫婦世帯などが緊急時を含め、住み慣れた地域で安心し

て暮らしていけるよう、事業のＰＲを継続し、情報提供を行っていきます。地域での日

頃からの見守りや助け合いも継続し、今後は生活支援の担い手となる住民の発掘や、研

修等を企画し、行っていく予定です。 

 

（３）福祉コミュニティづくり 

子どもからお年寄り、また障害のある方も住み慣れた地域で安心して暮らせる地域福

祉を支えるために、地域住民の理解と協力、参加と行動の活性化が重要です。町民が社

会の構成員として、地域とのつながりの中で、安心して暮らせるよう社会福祉協議会及

び関係団体と協働し、一人ひとりが参加し、助け合う町民全体の福祉活動の意識を醸成

します。 

高齢者の長寿を祝福するとともに、社会に貢献した労をねぎらうために町内会等とい

った単位で地域住民等の手作りによる地域敬老会の開催を支援しています。 

老人福祉バスを運行し、地域集落の孤立化を防止することにより、在宅生活の一助と

なっています。 

高齢者の状況確認や交流等を目的とした会食会などを行い、地域コミュニティづくり

を実践している地区もありますが、全町としての取り組みには至っておりません。 

老人福祉バスの運行や新型コロナウイルス感染症の拡大防止を含めた地域敬老会の在

り方の支援を含め、生活支援コーディネーターや協議体の設置等｢生活支援体制整備事

業｣の取り組みにより、町内のボランティア実践者や地域の世話役等の情報を把握し、担

い手の育成や協力依頼、コミュニティづくりの支援などの働きかけを行っていきます。 
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第２項 認知症への支援体制の強化 

（１）認知症への理解を深めるための普及・啓発の促進 

認知症は、自分自身や家族など、誰にでも起こりうる脳の病気です。早期発見・早期治

療が重要です。自分のため、家族のため、認知症の知識や対処方法について学習の機会を

設けることが必要です。 

また、認知症高齢者を支援するにはまず、家族をはじめ地域の人々が「認知症」につい

て、正しい知識を持ち理解することが重要です。 

 

① 認知症サポーター養成講座 

事業内容 

認知症に関する正しい知識を持って、地域や職域で認知症の人や家族

を手助けする認知症サポーターの養成を推進します。特に、認知症の人

と地域で関わる事が多いことが想定される商店・金融機関・公共交通機

関等の従事者等をはじめ、人格形成の重要な時期である子ども・学生に

対する養成講座を拡大しました。 

7期における 

取り組みと成果 

平成30年度は、町内地区１カ所、中学・高校の２年生、町内会に対し

て開催しました。 

令和元年度は、町内地区１カ所、中学・高校の２年生、郵便局員に対

して開催しました。 

令和２年度は、中学・高校の２年生、郵便局員、放課後クラブ（小学

生）で開催しました。 

今後の方向性 

小中高等学校、郵便局員、町内会には継続的に講座を開催し、金融機

関、商店、公共交通機関等の従事者等、未実施の団体・組織に講座の実

施を薦めていきます。 

 

② 認知症カフェ 

事業内容 
認知症の人やその家族が地域の人や専門家と相互に情報を共有し、お

互いの理解を促進する場です。 

7期における 

取り組みと成果 
認知症予防教室と抱き合わせで毎週水曜日開催しました。 

今後の方向性 
引き続き、認知症予防教室と同日開催することにより、一人でも多く

の参加を目指します。 
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（２）認知症ケア体制の確立（認知症の発症予防と早期発見・早期対応） 

認知症対策については、早期の段階からの適切な診断と対応、認知症に関する正しい

知識に基づく本人や家族への支援など、地域単位で総合的かつ継続的な支援体制を確立

していくことが求められています。 

 

① ふれあいネットワーク事業 

事業内容 

徘徊等により行方不明になった高齢者等を、警察だけではなく、消

防、役場、社会福祉協議会、⾧愛会、地域包括支援センター等地域の関

係機関が連携し、捜索に協力し、早期に行方不明者を発見、保護する仕

組みです。対象となる方の名前や特徴、写真などを家族や本人の同意を

得て、町に予め登録してもらい、早期発見に役立てています。いつまで

も住み慣れた地域で生活していくための制度の一環として行っていま

す。対象者は、町内に住所を有する認知症やその疑いがあり、徘徊行動

がみられる高齢者等です。 

7期における 

取り組みと成果 

広報や⾧愛会居宅介護支援事業所、民生委員、町内会等への周知のほ

か、地域包括支援センター職員が相談を受けた際や訪問時に必要と思わ

れる方やその家族に周知を行っています。かつて一度、徘徊者が出た時

にこの事業が展開され、無事に発見されたケースがあります。しかし、

ほとんどのケースはこの事業が発動する前に、地域の方が早期に発見

し、無事に保護されています。 

今後の方向性 今後も関係機関と話し合いながら、周知をしていきます。 

 

  



第４章 施策の推進方策 

58 

■ふれあいネットワーク体制 

ふれあいネットワークは、徘徊等により行方不明になった高齢者等を迅速に発見し保護

するための捜索システムです。 
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② 認知症初期集中支援事業 

事業内容 

認知症初期集中支援事業の目的は、認知症になっても本人の意思が尊

重され、できる限り住み慣れた地域の良い環境で暮らし続けられるため

に、認知症の人やその家族に早期に関わる「認知症初期集中支援チー

ム」を配置し、早期発見・早期対応に向けた支援体制を構築していま

す。 

7期における 

取り組みと成果 

認知症初期集中支援チームは平成30年度より設置していますが、一度

も実績がありません。 

今後の方向性 
認知症高齢者の早期発見・早期対応に向けて、認知症初期集中支援チ

ームの支援体制は継続していきます。 

 

③ 認知症ケアパスの作成 

事業内容 
認知症ケアパスは、認知症に関する基礎的な情報とともに、具体的な

相談先や受信先の利用方法等が明確に伝わるようにするものです。 

7期における 

取り組みと成果 
認知症ケアパスは作成中のため、活用には至っていません。 

今後の方向性 

認知症ケアパスを作成し、相談時に活用し、認知症に関する基礎的な

情報とともに、具体的な相談先や受診先の利用方法等が明確に伝わるよ

うにしていきます。 

 

④ 認知症地域支援推進員 

事業内容 

認知症地域支援推進員は、医療機関や介護サービス及び、地域の支援

機関と連携するための支援や認知症の人やその家族等への相談支援を行

います。 

7期における 

取り組みと成果 

認知症地域支援推進員は平成30年度に設置し、地域包括支援センター

職員が兼務しています。認知症の相談対応、他機関との連携を行いまし

た。 

今後の方向性 

認知症地域支援推進員の取り組みとして、認知症本人や家族のニーズ

調査を実施し、地域課題を把握し、地域の方と協働しながら認知症にな

っても安心して生活できる地域づくりを目指していきます。 
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第５章 介護保険制度運営の適正化 
 

第１節 介護給付適正化事業の推進 

「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律」

（平成 29年法律第 52号）により、介護保険法の一部が改正され、市町村介護保険

事業計画においては、介護給付等に要する費用の適正化に関し、市町村が取り組む

べき施策に関する事項及びその目標を定めることとなりました。 

本町でもこれを受けて、利用者に対する適切な介護サービスの確保と、費用の効

率化、さらには不適切な給付の削減を通じて、介護保険制度の信頼を高めていくと

ともに、必要な給付を適切に提供するための適正化事業を引き続き実施していきま

す。 
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第２節 介護給付適正化主要５事業 

１ 要介護認定の適正化 

要介護認定の適正化の推進 

【事業概要】 

要介護認定が適正に行われるよう、委託先が行った調査内容のチェック等を行い、

要介護認定の適正化に努めます。 

 

【目標】 

目標値の内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

点検実施件数 全件 全件 全件 

 

２ ケアプランの点検 

ケアプラン評価の推進 

【事業概要】 

要介護者はケアプランを作成し、計画的に介護保険サービスを利用します。利用

者本位のケアプラン、給付の適正化の観点からケアプラン評価の取り組みを地域包

括支援センターと連携し、推進します。 

 

【目標】 

目標値の内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

ケアプラン点検件数 ２４件 ２４件 ２４件 

 

３ 住宅改修の点検等 

住宅改修・福祉用具利用実態把握の推進 

【事業概要】 

住宅改修や福祉用具の利用が自立支援に結びついているか実態調査などを行い、

適正な給付に努めます。 

 

【目標】 

目標値の内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

住宅改修の点検 全件 全件 全件 

福祉用具購入・貸与調査 住宅改修点検時 住宅改修点検時 住宅改修点検時 
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４ 縦覧点検・医療情報との突合 

縦覧点検・医療情報との突合 

【事業概要】 

国保連介護給付適正化システムによる縦覧点検や医療情報との突合情報から、介

護報酬の不適正・不正な請求を発見し、給付の適正化を図ります。介護保険制度の

信頼性向上のために、国保連のデータを活用して複数月にまたがる請求明細書の内

容を確認し、提供されたサービスの整合性の点検を行い、不適正な請求と認められ

た場合には、介護報酬の返還を求めます。 

 

【目標】 

目標値の内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度  

国保連合会による縦覧点検・

医療情報との突合調査 
毎月実施 毎月実施 毎月実施 

 

５ 介護給付費通知 

介護給付費通知の送付 

【事業概要】 

サービスの適正な利用、給付費の適正化に向けて、利用状況を本人又は家族に通

知します。 

 

【目標】 

目標値の内容 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護給付費通知の送付回数 １回 １回 １回 
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第６章 介護保険事業の推進 
 

第１節 介護保険サービス利用状況の実績と推計 

厚生労働省地域包括ケア「見える化」システムを用いて、認定者数の推計結果や

介護サービスの利用実績をベースに、第８期計画期間及び令和７年度の各サービス

の利用状況を推計しました。 

 

１ 介護サービス 

■介護サービス種類別利用状況の実績と推計 

 

資料：地域包括ケア「見える化」システム 

  

2025年 2040年

見込み

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 令和22年度

回／月 278.3 312.6 272.6 341.4 263.8 262.5 348.9 305.8

人／月 23.8 27.0 31.0 33.0 34.0 34.0 34.0 26.0

回／月 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人／月 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

回／月 68.5 78.3 152.5 163.5 168.2 168.2 160.5 127.0

人／月 12.1 16.8 29.0 32.0 33.0 33.0 31.0 25.0

回／月 1.8 10.0 9.1 8.0 12.0 8.0 12.0 8.0

人／月 0.3 1.9 1.0 2.0 3.0 2.0 3.0 2.0

居宅療養管理指導 人／月 16.4 16.8 14.0 16.0 16.0 16.0 15.0 12.0

回／月 277.8 290.2 287.4 380.2 400.6 421.0 393.8 318.2

人／月 47.6 48.3 47.0 52.0 53.0 54.0 52.0 40.0

回／月 123.8 117.9 141.3 94.3 101.3 101.3 94.3 76.9

人／月 18.0 16.3 18.0 12.0 13.0 13.0 12.0 10.0

日／月 160.7 105.7 137.4 62.1 62.1 62.1 62.1 62.1

人／月 8.6 6.6 7.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0

日／月 38.0 31.0 19.8 24.4 24.4 24.4 24.4 24.4

人／月 5.3 4.4 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0

日／月 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人／月 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

日／月 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人／月 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

福祉用具貸与 人／月 31.7 38.8 49.0 53.0 55.0 55.0 53.0 41.0

特定福祉用具購入費 人／月 0.7 0.7 5.0 3.0 2.0 2.0 3.0 2.0

住宅改修費 人／月 1.0 0.8 7.0 3.0 3.0 3.0 2.0 2.0

特定施設入居者生活介護 人／月 9.7 7.7 6.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0

短期入所療養介護（病院等）

短期入所療養介護(介護医療院)

通所介護

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

短期入所療養介護（老健）

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

第７期実績値 第８期見込み値

実績 推計

（１）居宅サービス
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資料：地域包括ケア「見える化」システム 

 

2025年 2040年

見込み

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 令和22年度

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 人／月 1.4 1.8 4.0 4.0 3.0 3.0 3.0 3.0

夜間対応型訪問介護 人／月 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

回／月 31.8 32.0 10.9 8.6 8.6 8.6 8.6 4.3

人／月 3.9 4.4 3.0 2.0 2.0 2.0 2.0 1.0

回／月 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人／月 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

小規模多機能型居宅介護 人／月 0.6 1.7 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0

認知症対応型共同生活介護 人／月 24.8 27.3 27.0 31.0 31.0 31.0 32.0 26.0

地域密着型特定施設入居者生活介護 人／月 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 人／月 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

看護小規模多機能型居宅介護 人／月 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

介護老人福祉施設 人／月 97.0 103.3 104.0 110.0 110.0 110.0 110.0 95.0

介護老人保健施設 人／月 41.3 40.3 37.0 40.0 40.0 40.0 37.0 31.0

介護医療院 人／月 1.3 3.3 1.0 3.0 3.0 3.0 2.0 2.0

介護療養型医療施設 人／月 3.2 2.4 0.0 1.0 1.0 1.0

人／月 90.6 91.3 106.0 116.0 117.0 117.0 110.0 87.0

（３）施設サービス

（４）居宅介護支援

地域密着型通所介護

認知症対応型通所介護

第７期実績値 第８期見込み値

実績 推計

（２）地域密着型サービス
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２ 介護予防サービス 

■介護予防サービス種類別利用状況の実績と推計 

 

資料：地域包括ケア「見える化」システム 

 

2025年 2040年

見込み

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 令和22年度

（１）介護予防サービス

回／月 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人／月 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

回／月 51.4 61.7 64.1 55.5 55.5 55.5 55.5 44.6

人／月 9.5 11.1 10.0 9.0 9.0 9.0 9.0 7.0

回／月 7.7 6.6 3.6 7.6 7.6 7.6 7.6 3.8

人／月 0.9 1.6 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0

介護予防居宅療養管理指導 人／月 4.3 2.3 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 2.0

介護予防通所リハビリテーション 人／月 16.2 20.8 21.0 24.0 24.0 23.0 23.0 18.0

日／月 4.4 9.7 8.4 11.6 11.6 11.6 11.6 5.8

人／月 0.2 1.1 1.0 2.0 2.0 2.0 2.0 1.0

日／月 2.1 3.4 0.0 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8

人／月 0.4 0.8 0.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0

日／月 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人／月 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

日／月 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人／月 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

介護予防福祉用具貸与 人／月 18.4 21.0 29.0 25.0 25.0 24.0 24.0 19.0

特定介護予防福祉用具購入費 人／月 0.8 0.8 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 4.0

介護予防住宅改修 人／月 1.0 0.8 6.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0

介護予防特定施設入居者生活介護 人／月 3.9 4.5 4.0 5.0 5.0 5.0 5.0 4.0

（２）地域密着型介護予防サービス

回／月 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人／月 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

介護予防小規模多機能型居宅介護 人／月 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

介護予防認知症対応型共同生活介護 人／月 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

（３）介護予防支援 人／月 40.8 48.3 51.0 49.0 48.0 48.0 47.0 36.0

介護予防認知症対応型通所介護

介護予防短期入所療養介護（老健）

介護予防短期入所療養介護（病院等）

介護予防短期入所療養介護(介護医療
院)

介護予防訪問看護

介護予防訪問リハビリテーション

介護予防短期入所生活介護

第７期実績値 第８期見込み値

実績 推計

介護予防訪問入浴介護
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第２節 地域密着型サービス・施設サービスの整備 

本計画において、以下の施設整備を計画に位置づけ整備を進めていきます。施設

整備においては、これまで本町が進めてきた地域包括ケアシステム構築を踏まえ、

認知症高齢者など介護が必要な高齢者等が住み慣れた地域での生活を継続できる

よう居住系サービスの拡充とのバランスをみながら地域密着型サービス及び施設

サービスの整備を進めていく必要があります。このことから、本計画で掲げるサー

ビスの目標については、第８期計画期間（令和３年度～令和５年度）とします。そ

の後については、３年ごとにそのときどきの社会情勢に応じた議論を行い、方向性

なども含め検討することとします。 

 

■地域密着型サービスの整備目標 
 実績値と目標値 

第７期末 

（見込み） 

第８期計画内 

整備目標 

第８期末 

（見込み） 

①地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護 
０施設０人 ― ０施設０人 

②地域密着型特定施設入居者生

活介護 
０施設０人 ― ０施設０人 

③認知症対応型共同生活介護 １施設 29人 １施設２人 １施設 31人 

 

■施設サービスの整備目標 
 実績値と目標値 

第７期末 

（見込み） 

第８期計画内 

整備目標 

第８期末 

（見込み） 

介護老人福祉施設 １施設 80人 ― １施設 80人 
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第３節 自立支援・重度化防止に向けた成果目標 

高齢化が進展する中で、制度の持続可能性を維持するためには、地域包括ケアシ

ステムを推進するとともに、高齢者がその有する能力に応じて自立した生活を送る

ことができるようにするための取り組みを進めることが重要となります。 

そこで本計画では、高齢者の自立した日常生活の支援、要介護状態等となること

の予防や悪化の防止といった事業について成果目標を設定し、その達成に向けて取

り組んでいきます。 

 

■成果目標（第８期計画期間における目標） 

事業名 
目標の内容 

（単位） 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護予防普及啓発事業 

（まる元教室） 

参加者数 

（人） 
65 65 65 

介護予防普及啓発事業 

（脳の健康教室） 

参加者数 

（人） 
75 75 75 

健康教室（上記以外）  
開催回数 

（回） 
5 5 5 

住民主体の通いの場  
開催箇所 

（箇所） 
3 3 3 
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第４節 介護保険サービス給付費の実績と推計 

１ 介護サービス 

■介護サービス種類別給付費の推計 
単位：千円 

 

資料：地域包括ケア「見える化」システム 

  

2025年 2040年

見込み

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 令和22年度

訪問介護 8,827 10,361 9,572 11,829 9,655 9,623 12,200 10,477

訪問入浴介護 0 0 0 0 0 0 0 0

訪問看護 4,968 6,085 10,783 11,851 12,173 12,173 11,553 9,175

訪問リハビリテーション 64 386 320 283 425 284 425 284

居宅療養管理指導 1,749 1,786 1,387 1,588 1,589 1,589 1,538 1,169

通所介護 21,620 24,927 24,666 34,075 36,101 38,109 35,612 28,787

通所リハビリテーション 12,098 12,561 15,435 10,529 11,349 11,349 10,535 8,811

短期入所生活介護 13,568 9,653 13,276 6,371 6,374 6,374 6,374 6,374

短期入所療養介護（老健） 4,585 3,744 2,319 2,891 2,893 2,893 2,893 2,893

短期入所療養介護（病院等） 0 0 0 0 0 0 0 0

短期入所療養介護(介護医療院) 0 0 0 0 0 0 0 0

福祉用具貸与 4,175 4,550 5,162 5,668 5,961 5,908 5,732 4,477

特定福祉用具購入費 178 214 437 437 295 295 437 290

住宅改修費 775 1,023 4,699 1,966 1,966 1,966 1,325 1,325

特定施設入居者生活介護 21,507 17,712 14,518 20,257 20,268 20,268 20,268 20,268

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 2,890 2,451 6,951 6,993 5,916 5,916 5,916 5,916

夜間対応型訪問介護 0 0 0 0 0 0 0 0

地域密着型通所介護 3,135 3,106 1,073 798 799 799 799 399

認知症対応型通所介護 0 0 0 0 0 0 0 0

小規模多機能型居宅介護 2,241 2,750 1,919 1,931 1,932 1,932 1,932 1,932

認知症対応型共同生活介護 75,602 83,682 82,880 95,304 95,356 95,356 98,482 80,060

地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0 0 0 0 0 0

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 0 0 0 0 0 0 0 0

看護小規模多機能型居宅介護 0 0 0 0 0 0 0 0

介護老人福祉施設 250,719 271,230 281,461 299,432 299,598 299,598 299,598 258,278

介護老人保健施設 125,835 122,348 118,354 130,505 130,577 130,577 120,629 101,082

介護医療院 6,326 14,531 4,054 11,128 11,134 11,134 4,081 4,081

介護療養型医療施設 13,215 9,282 0 2,786 2,788 2,788

14,459 14,639 16,960 18,939 19,185 19,159 17,971 14,273

588,536 617,022 616,225 675,561 676,334 678,090 658,300 560,351

（４）居宅介護支援

合計

（２）地域密着型サービス

（３）施設サービス

第７期実績値 第８期見込み値

実績 推計

（１）居宅サービス
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２ 介護予防サービス 

■介護予防サービス種類別給付費の推計 
単位：千円 

 

資料：地域包括ケア「見える化」システム 

  

2025年 2040年

見込み

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 令和22年度

（１）介護予防サービス

介護予防訪問入浴介護 0 0 0 0 0 0 0 0

介護予防訪問看護 2,377 2,895 3,291 2,877 2,879 2,879 2,879 2,309

介護予防訪問リハビリテーション 268 260 133 283 283 283 283 141

介護予防居宅療養管理指導 470 190 301 303 303 303 303 202

介護予防通所リハビリテーション 6,226 7,756 7,317 7,378 7,382 7,150 7,150 5,537

介護予防短期入所生活介護 206 567 499 693 694 694 694 347

介護予防短期入所療養介護（老健） 243 389 0 295 295 295 295 295

介護予防短期入所療養介護（病院等） 0 0 0 0 0 0 0 0

介護予防短期入所療養介護(介護医療院) 0 0 0 0 0 0 0 0

介護予防福祉用具貸与 1,048 1,320 1,912 1,539 1,539 1,498 1,498 1,191

特定介護予防福祉用具購入費 266 178 1,199 1,199 1,199 1,199 1,199 946

介護予防住宅改修 901 1,089 6,117 2,039 2,039 2,039 2,039 2,039

介護予防特定施設入居者生活介護 2,754 3,819 3,342 4,605 4,607 4,607 4,607 3,900

（２）地域密着型介護予防サービス

介護予防認知症対応型通所介護 0 0 0 0 0 0 0 0

介護予防小規模多機能型居宅介護 0 0 0 0 0 0 0 0

介護予防認知症対応型共同生活介護 0 0 0 0 0 0 0 0

（３）介護予防支援 2,162 2,546 2,702 2,606 2,555 2,555 2,503 1,916

16,921 21,009 26,813 23,817 23,775 23,502 23,450 18,823合計

第７期実績値 第８期見込み値

実績 推計
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３ 総給付費の実績と推計 

以下の図表は、認定者数の推計結果や現在の介護サービスの利用状況をベースに、

総給付費を推計したものです。令和３年度から令和５年度の計画期間中の給付費は

７億円前後で推移する見込みとなっています。また、令和７年度には６億 8,000 万

円台、令和 22 年度には５億 7,000 万円台まで減少する見込みです。 

 

■総給付費の推計 

 

単位：千円 

 
資料：地域包括ケア「見える化」システム 

 

 

平成30年度 令和元年度
令和２年度
（見込み）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 令和22年度

605,457 638,031 643,038 699,378 700,109 701,592 681,750 579,174

在宅サービス 109,498 115,426 138,429 135,361 135,781 137,264 134,085 111,505

居住系サービス 99,863 105,214 100,740 120,166 120,231 120,231 123,357 104,228

施設サービス 396,095 417,391 403,869 443,851 444,097 444,097 424,308 363,441

推計

総給付費

実績
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４ 地域支援事業費の推計 

 

※端数処理のため合計と一致しない場合があります。 

 

●介護予防・日常生活支援総合事業 単位：千円

サービス種別・項目 令和３年度 令和４年度 令和５年度

訪問介護相当サービス 6,557 7,180 7,862

通所介護相当サービス 15,624 15,968 16,319

栄養改善や見守りを目的とした配食 1,584 1,584 1,584

定期的な安否確認、緊急時の対応、住民ボランティア等の見守り 3,500 3,500 3,500

その他、訪問型サービス・通所型サービスの一体的提供等 0 0 0

介護予防ケアマネジメント 120 120 120

介護予防把握事業 0 0 0

介護予防普及啓発事業 4,288 4,288 4,288

地域介護予防活動支援事業 0 0 0

一般介護予防事業評価事業 0 0 0

地域リハビリテーション活動支援事業 100 100 100

上記以外の介護予防・日常生活総合事業 85 85 85

●包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）及び任意事業 単位：千円

サービス種別・項目 令和３年度 令和４年度 令和５年度

包括的支援事業(地域包括支援センターの運営) 32,467 33,116 33,778

任意事業 3,995 3,995 3,995

●包括的支援事業（社会保障充実分） 単位：千円

サービス種別・項目 令和３年度 令和４年度 令和５年度

在宅医療・介護連携推進事業 0 0 0

生活支援体制整備事業 8,428 8,428 8,428

認知症初期集中支援推進事業 70 70 70

認知症地域支援・ケア向上事業 150 150 150

認知症サポーター活動促進・地域づくり推進事業 0 0 0

地域ケア会議推進事業 0 0 0

●地域支援事業費計 単位：千円

令和３年度 令和４年度 令和５年度

介護予防・日常生活支援総合事業費 31,859 32,825 33,859

包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）及び任意事業費 36,462 37,111 37,773

包括的支援事業（社会保障充実分） 8,648 8,648 8,648

地域支援事業費 76,969 78,584 80,280
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第７章 介護保険事業の運営 
 

第１節 第１号被保険者保険料について 

第１号被保険者における第８期介護保険料基準額（月額）は、各種サービス量や

給付費の見込み等に基づき、厚生労働省より示された地域包括ケア「見える化」シ

ステムに準じて算定した結果、第７期の 5,500 円に対し、第８期は 6,000 円となり

ます。 

 

１ 第１号被保険者で賄う介護保険料基準額 

（１）第１号被保険者で賄う介護保険料収納必要額 

令和３年度から令和５年度までの介護保険事業費見込み額から第１号被保険者

で賄う保険料収納必要額は、次のように算出します。 

 

■第１号被保険者で賄う介護保険料収納必要額 

 
＋ 

 
－ 

 
＋ 

 
＋ 

 
－ 

 
＝ 

 

 

第１号被保険者保険料負担分相当額 

592,753,602 円 

調整交付金相当額 

121,994,979 円 

調整交付金見込額 

272,281,000 円 

財政安定化基金拠出金見込額 

0 円 

財政安定化基金償還金 

0 円 

準備基金取崩額 

30,800,000 円 

令和３年度から令和５年度までの保険料収納必要額 

411,667,580 円 



第７章 介護保険事業の運営 

73 

（２）保険料の算定 

令和３年度から令和５年度までの保険料収納必要額から、第１号被保険者の保険

料は、次のように算出します。 

 

■保険料の算定 

 
÷ 

 
÷ 

 
＝ 

 

※年額保険料（基準額）の100円未満切り捨て 

 

令和３年度から令和５年度までの保険料収納必要額 

411,667,580 円 

予定保険料収納率（令和３年度から令和５年度までの平均予定収納率） 

98.0% 

補正第１号被保険者数 5,827 人 

※補正第１号被保険者数とは 65 歳以上を所得に応じて１段階から９段階に分けて各段階

の割合に被保険者数を乗じて算出します。 

年額 72,000 円（基準額） 

※72,000 円÷12 か月＝6,000 円（1 か月あたり保険料） 
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（３）所得段階別保険料 

保険料基準額から算出される所得段階別の保険料は、以下のとおりです。 

所得段階ごとの基準所得金額については、国の基準が第７段階と第８段階、第８

段階と第９段階において、それぞれ 200 万円から 210 万円、300 万円から 320 万円

に変更されます。 

 

■所得段階別保険料 
所得 

段階 
対象者 保険料率 

保険料額 

年額 月額 

第１ 

段階 

世帯全員

が町民税

非課税 

生活保護を受けている人 

基準額 × 

   

老齢福祉年金を受けている人 
0.5※ 

(0.3) 

36,000 円 3,000 円 

[21,600 円] [1,800 円] 

前年の合計所得金額と課税年金収入額の合

計が 80 万円以下の人 

   

第２ 

段階 

前年の合計所得金額と課税年金収入額の合

計が 80 万円を超え 120 万円以下の人 
基準額 × 

0.75※ 

(0.5) 

54,000 円 4,500 円 

[36,000 円] [3,000 円] 

第３ 

段階 

前年の合計所得金額と課税年金収入額の合

計が 120 万円を超える人 
基準額 × 

0.75※ 

(0.7) 

54,000 円 4,500 円 

[50,400 円] [4,200 円] 

第４ 

段階 

本人が町

民税非課

税（世帯

に課税者

がいる） 

前年の合計所得金額と課税年金収入額の合

計が 80 万円以下の人 
基準額 × 0.9 64,800 円 5,400 円 

第５ 

段階 

前年の合計所得金額と課税年金収入額の合

計が 80 万円を超える人 
基 準 額 72,000 円 6,000 円 

第６ 

段階 

本人が町

民税課税 

前年の合計所得金額が 120 万円未満の人 基準額 × 1.2 86,400 円 7,200 円 

第７ 

段階 

前年の合計所得金額が 120 万円以上 210 万

円未満の人 
基準額 × 1.3 93,600 円 7,800 円 

第８ 

段階 

前年の合計所得金額が 210 万円以上 320 万

円未満の人 
基準額 × 1.5 108,000 円 9,000 円 

第９ 

段階 
前年の合計所得金額が 320 万円以上の人 基準額 × 1.7 122,400 円 10,200 円 

※令和３～５年度については、第 1～３段階において、公費負担により軽減措置があります。 

（ ）内が軽減措置後の保険料率、[ ]内が軽減措置後の保険料額です。 
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■介護保険料収納必要額 

 

 

2025年度 2040年度

合計 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 令和22年度

標準給付費見込額 2,341,357,157 779,470,488 780,202,874 781,683,795 748,507,064 632,846,662

総給付費 2,101,079,000 699,378,000 700,109,000 701,592,000 681,750,000 579,174,000

169,597,077 56,532,359 56,532,359 56,532,359 49,258,799 39,604,075

169,597,077 56,532,359 56,532,359 56,532,359 49,258,799 39,604,075

0 0 0 0 0 0

65,928,768 21,976,256 21,976,256 21,976,256 16,967,780 13,642,095

65,928,768 21,976,256 21,976,256 21,976,256 16,967,780 13,642,095

0 0 0 0 0 0

3,684,147 1,228,049 1,228,049 1,228,049 179,575 144,378

1,068,165 355,824 357,210 355,131 350,910 282,114

63 63 63 63 63

16,955 5,648 5,670 5,637 5,570 4,478

0 0 0 0 0 0

地域支援事業費 235,832,416 76,968,555 78,584,225 80,279,636 77,071,543 85,005,608

98,542,416 31,858,555 32,825,225 33,858,636 29,250,543 25,075,608

111,346,000 36,462,000 37,111,000 37,773,000 39,173,000 51,282,000

25,944,000 8,648,000 8,648,000 8,648,000 8,648,000 8,648,000

第1号被保険者負担分相当額 592,753,602 196,980,980 197,521,033 198,251,589 193,185,394 192,384,408

調整交付金相当額 121,994,979 40,566,452 40,651,405 40,777,122 38,887,880 32,896,114

調整交付金見込額 272,281,000 93,059,000 90,002,000 89,220,000 86,487,000 77,240,000

1.000000000 1.000000000 1.000000000 1.000000000 1.000000000

0 0 0 0 0

調整交付金見込交付割合 11.47% 11.07% 10.94% 11.12% 11.74%

後期高齢者加入割合補正係数 0.7975 0.8174 0.8231 0.8195 0.8311

0.8142 0.8337 0.8400

0.7808 0.8011 0.8061 0.8195 0.8311

所得段階別加入割合補正係数 0.9011 0.9006 0.9009 0.9011 0.9004

市町村特別給付費等 0 0 0 0 0 0

市町村相互財政安定化事業負担額 0 0 0

市町村相互財政安定化事業交付額 0 0 0

保険料収納必要額 411,667,580 130,586,274 148,040,522

予定保険料収納率 98.00% 98.00% 98.00%

所得段階別加入割合補正後被保険者数（C） 5,827 1,971 1,942 1,914 1,840 1,358

準備基金取崩額 30,800,000 15,000,000 0

財政安定化基金拠出金見込額 0 0 0

財政安定化基金償還金 0 0 0

後期高齢者加入割合補正係数（要介護等発生率による重み付け）

後期高齢者加入割合補正係数（1人あたり給付費による重み付け）

特別調整交付金の交付見込額

高額介護サービス費等給付額

高額介護サービス費等の見直しに伴う財政影響額

高額医療合算介護サービス費等給付額

算定対象審査支払手数料

審査支払手数料一件あたり単価

審査支払手数料支払件数

審査支払手数料差引額

介護予防・日常生活支援総合事業費

包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）及び任意事業費

包括的支援事業（社会保障充実分）

調整率

高額介護サービス費等給付額（財政影響額調整後）

第8期

特定入所者介護サービス費等給付額（財政影響額調整後）

特定入所者介護サービス費等給付額

特定入所者介護サービス費等の見直しに伴う財政影響額
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第２節 計画の進行管理 

基本理念に基づき設定した３つの基本目標を実現するために、地域の実態把握・

課題分析、これらを踏まえた目標設定及び達成に向けた具体的な計画の作成、自立

支援や介護予防に向けたさまざまな取り組みの推進、取り組み実績の評価をした上

で、計画の見直しを行うといったＰＤＣＡサイクルによって進行管理を図ります。 

また、こうした評価結果の公表についても努めます。 

 

■ＰＤＣＡサイクルイメージ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Plan

（計画）

Do

（実行）

Check

（評価）

Act

（改善）

自立支援・重度化予防に向け、地域マネジメントを実施 

＜ＰＤＣＡサイクル＞ 

①地域の実態把握・課題分析 

②地域の共通目標を設定 

③目標達成に向けた具体的な計画の策定 

④計画に基づき、自立支援・介護予防に向けた取り組みを推進 

⑤実施した施策・取り組みの検証（目標の達成状況の評価） 

⑥取り組み実績を評価した上で、必要な計画の見直し 
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参考資料 
 

第１節 策定経過 

 

日 時 内 容 

令和２年 10 月 29 日 第１回委員会 

令和３年１月 15日 第２回委員会 

 

 

第２節 委員名簿 

長万部町高齢者介護・保健福祉推進委員会委員名簿 

No. 氏 名 備 考 

１ 呉 敏 弘 長万部町民生委員・児童委員協議会 

２ 菅 野 文 夫 長万部町社会福祉協議会 

３ 江 口 幸 男 長万部町身体障害者福祉協議会 

４ 田 中 孝 夫 長万部町高齢者事業団 

５ 福 寿 康 七 長万部町老人クラブ連合会 

６ 鹿 島 英 志 長万部町連合町内会 

７ 門 間 寛 之 長万部町ボランティア連絡協議会 

８ 黒 澤 千 尋 長万部町婦人赤十字奉仕団 

９ 日塔奈保子 長万部長愛会 

10 鈴 木 敏 夫 鈴木総合サービス 

11 佐 々 木 勉 一般公募 

※敬称略・順不同 
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